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ID: 306   

担当部署: 総務政策課  

処分の概要 市民緑地設置管理計画の変更の認定 

法 令 名 

根 拠 条 項 
都市緑地法 第62条第1項 

法 令 番 号 昭和48年法律第72号 

【基準】 

 市民緑地設置管理計画の変更の認定のため、第61条第1項(市民緑地設置管理計画の認定)と

同様 

 (市民緑地設置管理計画の認定基準等) 

第61条 市町村長は、前条第1項の規定による認定の申請があつた場合において、当該申請に

係る市民緑地設置管理計画が次に掲げる基準(当該市民緑地設置管理計画が町村の区域内

における市民緑地の設置及び管理に係るものである場合にあつては、第8号に掲げる基準を

除く。)に適合すると認めるときは、その認定をすることができる。 

(1) 市民緑地を設置する土地等の区域の周辺の地域において、良好な都市環境の形成に必

要な緑地が不足していること。 

(2) 市民緑地を設置する土地等の区域の面積が、国土交通省令で定める規模以上であるこ

と。 

(3) 市民緑地を設置するに当たり整備する緑化施設の面積の前号に規定する面積に対す

る割合が、国土交通省令で定める割合以上であること。 

(4) 市民緑地の管理の方法が、市民緑地の管理が適切に行われるために必要なものとして

国土交通省令で定める基準に適合するものであること。 

(5) 市民緑地の管理期間が、1年以上で国土交通省令で定める期間以上であること。 

(6) 市民緑地設置管理計画の内容が、基本計画と調和が保たれ、かつ、良好な都市環境の

形成に貢献するものであること。 

(7) 市民緑地設置管理計画を遂行するために必要な経済的基礎及びこれを的確に遂行す

るために必要なその他の能力が十分であること。 

(8) 市民緑地設置管理計画に記載された前条第2項第2号イ又はロに掲げる施設の整備に

係る行為が、特別緑地保全地区内において行う行為であつて第14条第1項の許可を受けな

ければならないものである場合には、当該施設の整備に関する事項が同条第2項の規定に

より当該許可をしてはならない場合に該当しないこと。 

(9) その他市民緑地の設置及び管理が適正かつ確実に実施されるものとして国土交通省

令で定める基準に適合するものであること。 

 

 都市緑地法運用指針(平成16年12月国土交通省都市局、令和3年4月1日改正)参照 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 307   

担当部署: 産業課  

処分の概要 農用地に係る土地改良事業の参加資格の承認 

法 令 名 

根 拠 条 項 
土地改良法 第3条第1項第2号 

法 令 番 号 昭和24年法律第195号 

【基準】 

 法第3条第1項第2号の規定による。 

 (土地改良事業に参加する資格) 

第3条 土地改良事業に参加する資格を有する者は、その事業の施行に係る地域内にある土地

についての次の各号のいずれかに該当する者とする。 

(1) 農用地であつて所有権に基づき耕作又は養畜の業務の目的に供されるものについて

は、その所有者 

(2) 農用地であつて所有権以外の権原に基づき耕作又は養畜の業務の目的に供されるも

のについては、政令で定めるところにより、農業委員会(農業委員会等に関する法律(昭和

26年法律第88号)第3条第1項ただし書又は第5項の規定により農業委員会を置かない市町

村にあつては、市町村長。以下同じ。)に対しその所有者から当該土地改良事業に参加す

べき旨の申出があり、かつ、その申出が相当であつて農業委員会がこれを承認した場合に

あつては、その所有者、その他の場合にあつては、その農用地につき当該権原に基づき耕

作又は養畜の業務を営む者 

 

 申請に当たっては、政令第1条の3第1項及び省令第2条第2項の手続による。 

 

 政令第1条の3第1項 

 (土地改良事業に参加する資格の申出等) 

第1条の3 法第3条第1項第2号の規定による申出をしようとする者は、農林水産省令で定める

ところにより、農林水産省令で定める事項を記載した申出書を農業委員会(農業委員会等に

関する法律(昭和26年法律第88号)第3条第1項ただし書又は第5項の規定により農業委員会

を置かない市町村にあつては、市町村長。以下この条から第1条の7までにおいて同じ。)に

提出しなければならない。 

 

 省令第2条第2項 

 (事業参加の申出) 

第2条 

2 土地改良法施行令(昭和24年政令第295号。以下「令」という。)第1条の3第1項の農林水産

省令で定める事項は、次に掲げるものとする。 

(1) 申出者の氏名又は名称及び住所 

(2) 当該農用地につき権原に基づき耕作又は養畜の業務を営む者の氏名又は名称及び住

所 

(3) 当該農用地の所在、地番、地目(登記簿の地目が現況と異なるときは、登記簿の地目及

び現況による地目。以下同じ。)、用途及び地積 

(4) 申出の理由 

(5) その他必要な事項 
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標準処理期間 7日(省令第2条第3項) 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 308   

担当部署: 産業課  

処分の概要 農用地に係る土地改良事業の参加資格交替の承認 

法 令 名 

根 拠 条 項 
土地改良法 第3条第2項 

法 令 番 号 昭和24年法律第195号 

【基準】 

 法第3条第2項の規定による。 

 (土地改良事業に参加する資格) 

第3条 

2 前項第2号に規定する農用地につき所有権以外の権原に基づき耕作又は養畜の業務を営む

者で土地改良事業に参加する資格を有しないものが、政令で定めるところにより、当該農用

地の所有者の同意を得て農業委員会に対しその資格を交替すべき旨を申し出たときは、そ

の資格が交替するものとする。同項第4号に規定する土地の所有者で土地改良事業に参加す

る資格を有しないものが、政令で定めるところにより、当該土地につき所有権以外の権原に

基づき使用及び収益をする者の同意を得て農業委員会に対しその資格を交替すべき旨を申

し出たときも、同様とする。 

 

 申請に当たっては、政令第1条の5の準用規定により政令第1条の3第1項及び省令第2条第2項

の手続による。 

 

 政令第1条の3第1項 

 (土地改良事業に参加する資格の申出等) 

第1条の3 法第3条第1項第2号の規定による申出をしようとする者は、農林水産省令で定める

ところにより、農林水産省令で定める事項を記載した申出書を農業委員会(農業委員会等に

関する法律(昭和26年法律第88号)第3条第1項ただし書又は第5項の規定により農業委員会

を置かない市町村にあつては、市町村長。以下この条から第1条の7までにおいて同じ。)に

提出しなければならない。 

 

 省令第2条第2項 

 (事業参加の申出) 

第2条 

2 土地改良法施行令(昭和24年政令第295号。以下「令」という。)第1条の3第1項の農林水産

省令で定める事項は、次に掲げるものとする。 

(1) 申出者の氏名又は名称及び住所 

(2) 当該農用地につき権原に基づき耕作又は養畜の業務を営む者の氏名又は名称及び住

所 

(3) 当該農用地の所在、地番、地目(登記簿の地目が現況と異なるときは、登記簿の地目及

び現況による地目。以下同じ。)、用途及び地積 

(4) 申出の理由 

(5) その他必要な事項 

 

標準処理期間 7日(前段のみ)(省令第2条第3項・令第1条の5準用) 
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備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 309   

担当部署: 産業課  

処分の概要 農用地の一時貸付に係る事業参加資格の認定 

法 令 名 

根 拠 条 項 
土地改良法 第3条第3項 

法 令 番 号 昭和24年法律第195号 

【基準】 

 法第3条第3項の規定による。 

 (土地改良事業に参加する資格) 

第3条 

3 前2項の規定の適用については、賃貸人又は貸主が、疾病その他農林水産省令で定める事由

によつて当該農用地につき自ら耕作又は養畜の業務を営むことができないため、一時その

農用地を他人に貸し付け、その耕作又は養畜の業務の目的に供した場合において、農業委員

会が、政令で定めるところにより、その賃貸人又は貸主が近く自ら耕作又は養畜の業務を営

むものと認め、かつ、これを相当と認めるときは、その賃貸人又は貸主をその農用地につき

権原に基づき耕作又は養畜の業務を営む者とみなす。 

 

 省令第5条 

 (一時耕作の場合の自作不能の事由) 

第5条 法第3条第3項の農林水産省令で定める事由は、次に掲げるものとする。 

(1) 就学 

(2) 選挙による公務就任その他の事由で農業委員会が自ら耕作又は養畜の業務を営まな

いことをやむなくさせた事由と認めたもの 

 

 政令第1条の6 

 (一時耕作の場合の認定) 

第1条の6 農業委員会は、法第3条第3項の規定による認定をしたときは、遅滞なく、その旨を

公告し、かつ、当該認定に係る賃貸人又は貸主に通知しなければならない。 

 

標準処理期間 7日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 310   

担当部署: 産業課  

処分の概要 農地中間管理機構の借受農用地に係る事業参加資格の認定 

法 令 名 

根 拠 条 項 
土地改良法 第3条第4項 

法 令 番 号 昭和24年法律第195号 

【基準】 

 法第3条第4項の規定による。 

(土地改良事業に参加する資格) 

第3条 

4 第1項又は第2項の規定の適用については、農地中間管理機構(農地中間管理事業の推進に

関する法律(平成25年法律第101号)第2条第4項に規定する農地中間管理機構をいう。以下同

じ。)がその借り受けている農用地をまだ貸し付けていないとき、又は農地中間管理機構が

その借り受けている農用地を農地中間管理事業(同条第3項に規定する農地中間管理事業を

いう。)の実施により一時他人に貸し付け、その耕作若しくは養畜の業務の目的に供した場

合において農業委員会が政令で定めるところによりその旨の認定をしたときは、その農地

中間管理機構をその農用地につき権原に基づき耕作又は養畜の業務を営む者とみなす。 

 

標準処理期間 7日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用申請に対する処分個票 
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ID: 311   

担当部署: 総務政策課  

処分の概要 測量又は調査のための土地の立入り等の認可 

法 令 名 

根 拠 条 項 
土地区画整理法 第72条第1項 

法 令 番 号 昭和29年法律第119号 

【基準】 

 法第72条第1項の規定による。 

 (測量及び調査のための土地の立入り等) 

第72条 国土交通大臣、都道府県知事、市町村長又は独立行政法人都市再生機構理事長若しく

は地方住宅供給公社理事長(以下「機構理事長等」という。)は、第3条第4項若しくは第5項、

第3条の2又は第3条の3の規定により施行する土地区画整理事業の施行の準備又は施行のた

めに他人の占有する土地に立ち入つて測量し、又は調査する必要がある場合においては、そ

の必要の限度において、他人の占有する土地に、自ら立ち入り、又はその命じた者若しくは

委任した者に立ち入らせることができる。第3条第1項の規定により土地区画整理事業を施

行しようとする者、個人施行者、組合を設立しようとする者、組合、同条第3項の規定によ

り土地区画整理事業を施行しようとする者又は区画整理会社についても、その者が当該土

地の属する区域を管轄する市町村長の認可を受けた場合においては、同様とする。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 312   

担当部署: 総務政策課  

処分の概要 障害物の伐除の認可 

法 令 名 

根 拠 条 項 
土地区画整理法 第72条第6項 

法 令 番 号 昭和29年法律第119号 

【基準】 

 法第72条第6項の規定による。 

 (測量及び調査のための土地の立入り等) 

第72条 

6 第1項の規定により他人の占有する土地に立ち入つて測量又は調査を行う者が、その測量

又は調査を行うに当たり、やむを得ない必要があつて、障害となる植物又はかき、さく等を

伐除しようとする場合において、その所有者及び占有者がその場所にいないため、その承諾

を得ることが困難であり、かつ、その現状を著しく損傷しないときは、同項前段に掲げる者

又は同項後段に掲げる者(その命じた者又は委任した者を含む。)は、当該土地の属する区域

を管轄する市町村長の認可を受けて、これを伐除することができる。この場合においては、

植物又はかき、さく等を伐除した後、遅滞なく、その旨をその所有者及び占有者に通知しな

ければならない。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 313   

担当部署: 総務政策課  

処分の概要 建築物等の移転又は除去の認可 

法 令 名 

根 拠 条 項 
土地区画整理法 第77条第7項 

法 令 番 号 昭和29年法律第119号 

【基準】 

 法第77条第7項の規定による。 

 (建築物等の移転及び除却) 

第77条 

7 施行者は、第2項の規定により建築物等の所有者に通知した期限後又は第4項後段の規定に

より公告された期限後においては、いつでも自ら建築物等を移転し、若しくは除却し、又は

その命じた者若しくは委任した者に建築物等を移転させ、若しくは除却させることができ

る。この場合において、個人施行者、組合又は区画整理会社は、建築物等を移転し、又は除

却しようとするときは、あらかじめ、建築物等の所在する土地の属する区域を管轄する市町

村長の認可を受けなければならない。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 314   

担当部署: 総務政策課  

処分の概要 移転、除去の際の建築物等の使用許可 

法 令 名 

根 拠 条 項 
土地区画整理法 第77条第8項 

法 令 番 号 昭和29年法律第119号 

【基準】 

 法第77条第8項の規定による。 

 (建築物等の移転及び除却) 

第77条 

8 前項の規定により建築物等を移転し、又は除却する場合においては、その建築物等の所有

者及び占有者は、施行者の許可を得た場合を除き、その移転又は除却の開始から完了に至る

までの間は、その建築物等を使用することができない。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 315   

担当部署: 総務政策課  

処分の概要 換地を住宅先行建設区内に定められるべき宅地の指定等 

法 令 名 

根 拠 条 項 
土地区画整理法 第85条の2第5項 

法 令 番 号 昭和29年法律第119号 

【基準】 

 法第85条の2第5項の規定による。 

 (住宅先行建設区への換地の申出等) 

5 施行者は、第1項の規定による申出があつた場合には、遅滞なく、当該申出が次に掲げる要

件に該当すると認めるときは、当該申出に係る宅地を、換地計画においてその宅地について

の換地を住宅先行建設区内に定められるべき宅地として指定し、当該申出が次に掲げる要

件に該当しないと認めるときは、当該申出に応じない旨を決定しなければならない。 

(1) 当該申出に係る宅地に建築物その他の工作物(容易に移転し、又は除却することがで

きるもので国土交通省令で定めるものを除く。)が存しないこと。 

(2) 当該申出に係る宅地に地上権、永小作権、賃借権その他の当該宅地を使用し、又は収

益することができる権利(住宅の所有を目的とする借地権及び地役権を除く。)が存しな

いこと。 

(3) 当該申出に係る宅地についての換地に、第117条の2第1項に規定する指定期間を経過

する日までに、建設計画に従つて住宅が建設されることが確実であると見込まれること。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 316   

担当部署: 総務政策課  

処分の概要 障害物の伐除のための許可 

法 令 名 

根 拠 条 項 
土地収用法 第14条第1項 

法 令 番 号 昭和26年法律第219号 

【基準】 

 法第14条第1項の規定による。 

 (障害物の伐除及び土地の試掘等) 

第14条 起業者又はその命を受けた者若しくは委任を受けた者は、第3条各号の一に掲げる事

業の準備のために他人の占有する土地に立ち入つて測量又は調査を行うに当り、やむを得

ない必要があつて、障害となる植物若しくはかき、さく等(以下「障害物」という。)を伐除

しようとする場合又は当該土地に試掘若しくは試すい若しくはこれに伴う障害物の伐除

(以下「試掘等」という。)を行おうとする場合において、当該障害物又は当該土地の所有者

及び占有者の同意を得ることができないときは、当該障害物の所在地を管轄する市町村長

の許可を受けて当該障害物を伐除し、又は当該土地の所在地を管轄する都道府県知事の許

可を受けて当該土地に試掘等を行うことができる。この場合において、市町村長が許可を与

えようとするときは障害物の所有者及び占有者に、都道府県知事が許可を与えようとする

ときは土地の所有者及び占有者に、あらかじめ、意見を述べる機会を与えなければならな

い。 

 

 行政手続法の施行に伴う土地収用法に基づく事業認定等に関する事務の運用上の留意事項

について(平成6年9月28日建設省経収発第191号)による。 

 (別添2) 

 申請に対する処分に関する審査基準についての指針 

2 土地収用法第14条第1項に基づく許可(障害物の伐除、土地の試掘等のための許可) 

(1) 土地収用法第11条及び第12条の手続がなされていること。(当該土地の所有者は占有

者が立入りについて同意している場合は、この限りではないが、申請された事業が土地収

用法第11条の許可要件に適合していること。) 

(2) 許可申請者が土地収用法第8条第1項に定義される起業者又はその命を受けた者若し

くは委任を受けた者であること。(1)事業の施行に先立って行政庁の許可等の手続が必要

な場合に、この許可等を受けていなくてもよいが、学校法人や社会福祉法人等について

は、設立の許可手続がなされていること、2)代理人の申請による場合は代理権限証書が添

付されていること、3)受任者等の申請による場合は、委任状等が添付されていること。) 

(3) 第3号各号の一に掲げる事業の準備のために他人の占有する土地に立ち入って測量又

は調査をするに当たって、障害物の伐除、土地の試掘等を行うやむを得ない必要があるこ

と。(事業の準備には、土地収用法第35条に基づく調査も含まれる。) 

(4) 当該障害物又は当該土地の所有者及び占有者が正当な理由なく拒否している場合、所

有者が所在不明の場合等同意を得ることができない合理的な理由があること。 

(5) 土地の所有者及び占有者に、あらかじめ、意見を述べる機会が与えられること。 

(6) 申請書、添付書類及び図面等により、対象となる障害物及び土地の数量、範囲等が特

定されており、障害物の伐除、土地の試掘等の方法、規模、区域、期間が技術的、社会的

にも妥当であること等必要な範囲内であること。(測量又は調査の必要性、土地所有者及
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び占有者が受けるべき不利益の程度等から判断すること。) 

標準処理期間 1箇月(通知による平均日) 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 317   

担当部署: 総務政策課  

処分の概要 山林原野等の伐除の許可 

法 令 名 

根 拠 条 項 
土地収用法 第14条第3項 

法 令 番 号 昭和26年法律第219号 

【基準】 

 法第14条第3項の規定による。 

 (障害物の伐除及び土地の試掘等) 

第14条 

3 障害物が山林、原野その他これらに類する土地にあつて、あらかじめ所有者及び占有者の

同意を得ることが困難であり、且つ、障害物の現状を著しく損傷しない場合においては、起

業者又はその命を受けた者若しくは委任を受けた者は、前2項の規定にかかわらず、当該障

害物の所在地を管轄する市町村長の許可を受けて、直ちに、障害物を伐除することができ

る。この場合においては、障害物を伐除した後、遅滞なく、その旨を所有者及び占有者に通

知しなければならない。 

 

 行政手続法の施行に伴う土地収用法に基づく事業認定等に関する事務の運用上の留意事項

について(平成6年9月28日建設省経収発第191号)による。 

 (別添2) 

 申請に対する処分に関する審査基準についての指針 

3 土地収用法第14条第3項に基づく許可(山林、原野等の障害物の伐除の許可) 

(1) 土地収用法第11条及び第12条の手続がなされていること。(当該土地の所有者又は占

有者が立入りについて同意している場合は、この限りではないが、申請された事業が土地

収用法第11条の許可要件に適合していること。) 

(2) 許可申請者が土地収用法第8条第1項に定義される起業者又はその命を受けた者若し

くは委任した者であること。(1)事業の施行に先立って行政庁の許可等の手続が必要な場

合に、この許可等を受けていなくてもよいが、学校法人や社会福祉法人等については、設

立の許可手続がなされていること、2)代理人の申請による場合は代理権限証書が添付さ

れていること、3)受任者等の申請による場合は、委任状等が添付されていること。) 

(3) 第3条各号の一に掲げる事業の準備のために他人の占有する土地に立ち入って測量又

は調査をするに当たって、障害物の伐除、土地の試掘等を行うやむを得ない必要があるこ

と。(事業の準備には、土地収用法第35条に基づく調査も含まれる。) 

(4) 障害物が山林、原野その他これらに類する土地にあること。 

(5) 伐除を行うことにより障害物の現状を著しく損傷しないこと。 

(6) 第3条各号の一に掲げる事業の準備のための測量又は調査を行うに当たって、当該障

害物の伐除を緊急に施行する必要があり、しかも、必要な範囲内で行うものであること。

(土地の立入りに伴う障害物の伐除に限定されていること。) 

(7) あらかじめ所有者及び占有者の同意を得ることが困難であること。(所有者及び占有

者が不明、所在不明、あるいは多数に及ぶ等のため、あらかじめ意見を述べる機会を付与

したり、障害物の伐除の3日前までに通知するなどの事前手続きをとる時間的な余裕がな

い場合が想定される。) 

標準処理期間 1箇月(通知による平均日) 
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備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 318   

担当部署: 総務政策課  

処分の概要 非常災害の際の土地の使用に係る許可 

法 令 名 

根 拠 条 項 
土地収用法 第122条第1項 

法 令 番 号 昭和26年法律第219号 

【基準】 

 法第122条第1項の規定による。 

 (非常災害の際の土地の使用) 

第122条 非常災害に際し公共の安全を保持するために第3条各号の一に規定する事業を特に

緊急に施行する必要がある場合においては、起業者は、事業の種類、使用しようとする土地

の区域並びに使用の方法及び期間について市町村長の許可を受け、直ちに、他人の土地を使

用することができる。但し、起業者が国であるときは当該事業の施行について権限を有する

行政機関又はその地方支分部局の長が、起業者が都道府県であるときは都道府県知事が、事

業の種類、使用しようとする土地の区域並びに使用の方法及び期間を市町村長に通知する

ことをもつて足り、許可を受けることを要しない。 

 

 行政手続法の施行に伴う土地収用法に基づく事業認定等に関する事務の運用上の留意事項

について(平成6年9月28日建設省経収発第191号)による。 

 (別添2) 

 申請に対する処分に関する審査基準についての指針 

7 土地収用法第122条第1項に基づく許可(第138条第1項において準用する場合を含む。)(非

常災害の際の土地の使用に係る許可) 

(1) 既に被害が発生している場合、若しくは被害の発生が確実に予見される場合等非常災

害に際したものであること。 

(2) 事業が非常防止、被害の除去及び拡大防止といった公共の安全の保持を目的とするも

のであること。(公共の安全に対する侵害の排除又は阻止をいい、公共の福祉の増進は含

まない。) 

(3) 第3条各号の一に掲げる事業を特に緊急に施行する必要があること。(形式的に収用法

第3条各号に該当していれば足り、具体的に土地収用法第20条の各号の要件を満たしてい

る必要はない。したがって、事業認定を受けている必要はない。) 

(4) 使用する土地の区域並びに使用の方法及び期間(6月をこえないこと。)が必要な範囲

内であること。(公益上の必要性と土地所有者の被る被害と比較衡量すること。) 

(5) 許可申請者が土地収用法第8条第1項に定義される起業者であること。(1)事業の施行

に先立って行政庁の許可等の手続が必要な場合に、この許可等を受けていなくてもよい

が、学校法人や社会福祉法人等については、設立の許可手続がなされていること、2)代理

人の申請による場合は代理権限証書が添付されていること。) 

標準処理期間 設定なじまない(通知より) 

備考  
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設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 319   

担当部署: 総務政策課  

処分の概要 非常災害の際の土地の使用に係る許可(第122条第1項の準用) 

法 令 名 

根 拠 条 項 
土地収用法 第138条第1項 

法 令 番 号 昭和26年法律第219号 

【基準】 

 準用する法第122条第1項の規定による。 

 (非常災害の際の土地の使用) 

第122条 非常災害に際し公共の安全を保持するために第3条各号の一に規定する事業を特に

緊急に施行する必要がある場合においては、起業者は、事業の種類、使用しようとする土地

の区域並びに使用の方法及び期間について市町村長の許可を受け、直ちに、他人の土地を使

用することができる。但し、起業者が国であるときは当該事業の施行について権限を有する

行政機関又はその地方支分部局の長が、起業者が都道府県であるときは都道府県知事が、事

業の種類、使用しようとする土地の区域並びに使用の方法及び期間を市町村長に通知する

ことをもつて足り、許可を受けることを要しない。 

 

 行政手続法の施行に伴う土地収用法に基づく事業認定等に関する事務の運用上の留意事項

について(平成6年9月28日建設省経収発第191号)による。 

 (別添2) 

 申請に対する処分に関する審査基準についての指針 

7 土地収用法第122条第1項に基づく許可(第138条第1項において準用する場合を含む。)(非

常災害の際の土地の使用に係る許可) 

(1) 既に被害が発生している場合、若しくは被害の発生が確実に予見される場合等非常災

害に際したものであること。 

(2) 事業が非常防止、被害の除去及び拡大防止といった公共の安全の保持を目的とするも

のであること。(公共の安全に対する侵害の排除又は阻止をいい、公共の福祉の増進は含

まない。) 

(3) 第3条各号の一に掲げる事業を特に緊急に施行する必要があること。(形式的に収用法

第3条各号に該当していれば足り、具体的に土地収用法第20条の各号の要件を満たしてい

る必要はない。したがって、事業認定を受けている必要はない。) 

(4) 使用する土地の区域並びに使用の方法及び期間(6月をこえないこと。)が必要な範囲

内であること。(公益上の必要性と土地所有者の被る被害と比較衡量すること。) 

(5) 許可申請者が土地収用法第8条第1項に定義される起業者であること。(1)事業の施行

に先立って行政庁の許可等の手続が必要な場合に、この許可等を受けていなくてもよい

が、学校法人や社会福祉法人等については、設立の許可手続がなされていること、2)代理

人の申請による場合は代理権限証書が添付されていること。) 

標準処理期間 設定なじまない(通知より) 

備考  
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設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 320   

担当部署: 産業課  

処分の概要 農業経営改善計画の認定 

法 令 名 

根 拠 条 項 
農業経営基盤強化促進法 第12条第1項 

法 令 番 号 昭和55年法律第65号 

【基準】 

 法第12条第1項及び第4項の規定による。 

(農業経営改善計画の認定等) 

第12条 第6条第5項の同意を得た市町村(以下「同意市町村」という。)の区域内において農業

経営を営み、又は営もうとする者は、農林水産省令で定めるところにより、農業経営改善計

画を作成し、これを同意市町村に提出して、当該農業経営改善計画が適当である旨の認定を

受けることができる。 

2・3 略 

4 同意市町村は、第1項の認定の申請があつた場合において、その農業経営改善計画が次に掲

げる要件に該当するものであると認めるときは、その認定をするものとする。 

(1) 基本構想に照らし適切なものであること。 

(2) 農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために適切なものであること。 

(3) その他農林水産省令で定める基準に適合するものであること。 

 

 省令第14条の規定による。 

(農業経営改善計画の認定基準) 

第14条 法第12条第4項第3号の農林水産省令で定める基準は、次のとおりとする。 

(1) その農業経営改善計画の達成される見込みが確実であること。 

(2) その農業経営改善計画に法第13条第2項に規定する関連事業者等(耕作又は養畜の事

業を行う個人又は農地所有適格法人を除く。)が法第12条第3項に規定する措置として当

該農業経営改善計画を作成した者(農地所有適格法人であるものに限る。)に出資をする

計画が含まれる場合にあつては、当該出資が次に掲げる要件に該当するものであること。 

イ 当該農業経営改善計画を作成した者の農業経営の安定性の確保に支障を生じるおそ

れがないこと。 

ロ 当該農業経営改善計画を作成した者が株式会社である場合にあつては、農地法第2条

第3項第2号イからチまでに掲げる者以外の者(法第13条第2項に規定する関連事業者等

(耕作又は養畜の事業を行う個人又は農地所有適格法人に限る。)を除く。ハにおいて同

じ。)の有する議決権の合計が総株主の議決権の2分の1以上となるものでないこと。 

ハ 当該農業経営改善計画を作成した者が持分会社(会社法(平成17年法律第86号)第575

条第1項に規定する持分会社をいう。)である場合にあつては、農地法第2条第3項第2号

イからチまでに掲げる者以外の者の数が社員の総数の2分の1以上となるものでないこ

と。 

(3) その農業経営改善計画に、法第12条第3項に規定する措置として、法第13条第2項に規

定する関連事業者等(法第12条第1項の認定を受けた農地所有適格法人であつて、当該農

業経営改善計画を作成した者(農地所有適格法人である株式会社に限る。)の総株主の議

決権の過半を占めているものに限る。)の役員が当該農業経営改善計画を作成した者の農

業経営の改善に寄与する者として当該農業経営改善計画を作成した者の理事等(農地法
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第2条第3項第3号に規定する理事等をいう。)を兼ねる計画が含まれる場合にあつては、当

該役員が次に掲げる要件に該当するものであること。 

イ 当該役員が当該関連事業者等の行う農業に常時従事する者であり、かつ、当該関連事

業者等の株主であること。 

ロ 当該役員が当該農業経営改善計画を作成した者の行う農業に年間30日以上従事する

こと。 

2 法第6条第5項の同意を得た市町村(以下「同意市町村」という。)が農業経営改善計画が前

項第2号若しくは第3号に掲げる基準に適合するかどうかを判断しようとするとき又は前項

第2号若しくは第3号に規定する計画が含まれる農業経営改善計画について法第13条の2第3

項の規定により意見を述べようとするときは、当該同意市町村の長は、農業委員会の意見を

聴かなければならない。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 321   

担当部署: 産業課  

処分の概要 農業経営改善計画の変更の認定 

法 令 名 

根 拠 条 項 
農業経営基盤強化促進法 第13条第1項 

法 令 番 号 昭和55年法律第65号 

【基準】 

 法第12条第1項(農業経営改善計画の認定)と同様に法第12条第1項及び第4項の規定による。 

(農業経営改善計画の認定等) 

第12条 第6条第5項の同意を得た市町村(以下「同意市町村」という。)の区域内において農業

経営を営み、又は営もうとする者は、農林水産省令で定めるところにより、農業経営改善計

画を作成し、これを同意市町村に提出して、当該農業経営改善計画が適当である旨の認定を

受けることができる。 

2・3 略 

4 同意市町村は、第1項の認定の申請があつた場合において、その農業経営改善計画が次に掲

げる要件に該当するものであると認めるときは、その認定をするものとする。 

(1) 基本構想に照らし適切なものであること。 

(2) 農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために適切なものであること。 

(3) その他農林水産省令で定める基準に適合するものであること。 

 

 省令第14条の規定による。 

(農業経営改善計画の認定基準) 

第14条 法第12条第4項第3号の農林水産省令で定める基準は、次のとおりとする。 

(1) その農業経営改善計画の達成される見込みが確実であること。 

(2) その農業経営改善計画に法第13条第2項に規定する関連事業者等(耕作又は養畜の事

業を行う個人又は農地所有適格法人を除く。)が法第12条第3項に規定する措置として当

該農業経営改善計画を作成した者(農地所有適格法人であるものに限る。)に出資をする

計画が含まれる場合にあつては、当該出資が次に掲げる要件に該当するものであること。 

イ 当該農業経営改善計画を作成した者の農業経営の安定性の確保に支障を生じるおそ

れがないこと。 

ロ 当該農業経営改善計画を作成した者が株式会社である場合にあつては、農地法第2条

第3項第2号イからチまでに掲げる者以外の者(法第13条第2項に規定する関連事業者等

(耕作又は養畜の事業を行う個人又は農地所有適格法人に限る。)を除く。ハにおいて同

じ。)の有する議決権の合計が総株主の議決権の2分の1以上となるものでないこと。 

ハ 当該農業経営改善計画を作成した者が持分会社(会社法(平成17年法律第86号)第575

条第1項に規定する持分会社をいう。)である場合にあつては、農地法第2条第3項第2号

イからチまでに掲げる者以外の者の数が社員の総数の2分の1以上となるものでないこ

と。 

(3) その農業経営改善計画に、法第12条第3項に規定する措置として、法第13条第2項に規

定する関連事業者等(法第12条第1項の認定を受けた農地所有適格法人であつて、当該農

業経営改善計画を作成した者(農地所有適格法人である株式会社に限る。)の総株主の議

決権の過半を占めているものに限る。)の役員が当該農業経営改善計画を作成した者の農

業経営の改善に寄与する者として当該農業経営改善計画を作成した者の理事等(農地法
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2 

第2条第3項第3号に規定する理事等をいう。)を兼ねる計画が含まれる場合にあつては、当

該役員が次に掲げる要件に該当するものであること。 

イ 当該役員が当該関連事業者等の行う農業に常時従事する者であり、かつ、当該関連事

業者等の株主であること。 

ロ 当該役員が当該農業経営改善計画を作成した者の行う農業に年間30日以上従事する

こと。 

2 法第6条第5項の同意を得た市町村(以下「同意市町村」という。)が農業経営改善計画が前

項第2号若しくは第3号に掲げる基準に適合するかどうかを判断しようとするとき又は前項

第2号若しくは第3号に規定する計画が含まれる農業経営改善計画について法第13条の2第3

項の規定により意見を述べようとするときは、当該同意市町村の長は、農業委員会の意見を

聴かなければならない。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 322   

担当部署: 産業課  

処分の概要 農用地利用規程の認定 

法 令 名 

根 拠 条 項 
農業経営基盤強化促進法 第23条第1項 

法 令 番 号 昭和55年法律第65号 

【基準】 

 法第23条第1項及び第3項の規定による。 

 (農用地利用規程) 

第23条 農業協同組合法第72条の10第1項第1号の事業を行う農事組合法人その他の団体(政

令で定める基準に従つた定款又は規約を有しているものに限る。)であつて、第6条第2項第

5号ロに規定する基準に適合する区域をその地区とし、かつ、当該地区内の農用地につき第

18条第3項第4号の権利を有する者の3分の2以上が構成員となつているものは、その行おう

とする農用地利用改善事業の準則となる農用地利用規程を定め、これを同意市町村に提出

して、当該農用地利用規程が適当である旨の認定を受けることができる。 

2 略 

3 同意市町村は、第1項の認定の申請があつた場合において、その申請に係る農用地利用規程

が次に掲げる要件に該当するときは、同項の認定をするものとする。 

(1) 農用地利用規程の内容が基本構想に適合するものであること。 

(2) 農用地利用規程の内容が農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために適切なもの

であること。 

(2)の2 前項第4号に掲げる役割分担が認定農業者の農業経営の改善に資するものである

こと。 

(3) 農用地利用規程が適正に定められており、かつ、申請者が当該農用地利用規程で定め

るところに従い農用地利用改善事業を実施する見込みが確実であること。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 323   

担当部署: 産業課  

処分の概要 農用地利用規程の変更の認定 

法 令 名 

根 拠 条 項 
農業経営基盤強化促進法 第24条第1項 

法 令 番 号 昭和55年法律第65号 

【基準】 

 法第23条第1項(農用地利用規程の認定)と同様に法第23条第1項及び第3項の規定による。 

(農用地利用規程) 

第23条 農業協同組合法第72条の10第1項第1号の事業を行う農事組合法人その他の団体(政

令で定める基準に従つた定款又は規約を有しているものに限る。)であつて、第6条第2項第

5号ロに規定する基準に適合する区域をその地区とし、かつ、当該地区内の農用地につき第

18条第3項第4号の権利を有する者の3分の2以上が構成員となつているものは、その行おう

とする農用地利用改善事業の準則となる農用地利用規程を定め、これを同意市町村に提出

して、当該農用地利用規程が適当である旨の認定を受けることができる。 

2 略 

3 同意市町村は、第1項の認定の申請があつた場合において、その申請に係る農用地利用規程

が次に掲げる要件に該当するときは、同項の認定をするものとする。 

(1) 農用地利用規程の内容が基本構想に適合するものであること。 

(2) 農用地利用規程の内容が農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために適切なもの

であること。 

(2)の2 前項第4号に掲げる役割分担が認定農業者の農業経営の改善に資するものである

こと。 

(3) 農用地利用規程が適正に定められており、かつ、申請者が当該農用地利用規程で定め

るところに従い農用地利用改善事業を実施する見込みが確実であること。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 324   

担当部署: 産業課  

処分の概要 特定農用地利用規程の有効期間の延長の承認 

法 令 名 

根 拠 条 項 
農業経営基盤強化促進法施行令 第10条ただし書 

法 令 番 号 昭和55年政令第219号 

【基準】 

 政令第10条の規定による。 

 (特定農用地利用規程の有効期間) 

第10条 特定農用地利用規程の有効期間は、法第23条第1項の認定を受けた日から起算して5

年とする。ただし、同項の認定を受けた団体は、当該特定農用地利用規程で定められた特定

農業法人又は特定農業団体の同意を得た場合には、農林水産省令で定めるところにより、同

意市町村の承認を得て、その有効期間を5年を超えない範囲内で延長することができる。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 325   

担当部署: 産業課  

処分の概要 施設の配置に関する協定の認可 

法 令 名 

根 拠 条 項 
農業振興地域の整備に関する法律 第18条の2第1項 

法 令 番 号 昭和44年法律第58号 

【基準】 

 法第18条の2第1項及び第18条の5第1項の規定による。 

 (協定の締結等) 

第18条の2 農用地利用計画において第3条第4号に掲げる土地としてその用途が指定された

土地において同号に規定する施設を適切に配置し、農業生産を円滑かつ効率的に進めるた

め、同号に規定する施設のうち適切に配置されることが営農環境の確保上特に必要と認め

られる農林水産省令で定める施設の用に供することを予定する土地を含む農業振興地域内

にある相当規模の一団の土地(公共施設の用に供する土地その他政令で定める土地を除

く。)について所有権、地上権又は賃借権を有する者(国及び地方公共団体を除く。以下「土

地所有者等」という。)は、市町村長の認可を受けて、これらの土地についての当該施設の

用に供することを予定する土地の区域の設定及びこれと併せて行う当該施設の用に供しな

いことを予定する土地の区域の設定に関する協定(以下第18条の11までにおいて「協定」と

いう。)を締結することができる。 

 

 (協定の認可) 

第18条の5 市町村長は、第18条の2第1項の認可の申請が次の各号のすべてに該当するとき

は、当該協定を認可しなければならない。 

(1) 申請の手続又は協定の内容が法令に違反するものでないこと。 

(2) 協定区域(協定において協定区域予定地を定める場合には、当該協定区域予定地の区

域を含む。)が協定の目的を達成するために必要な相当の規模を有し、かつ、協定に係る

施設による営農環境への影響の及ぶ範囲を超えない一団の土地であると認められるこ

と。 

(3) 前号に掲げるもののほか、協定の内容が土地の利用を不当に制限するものでないこと

その他妥当なものであること。 

(4) 協定の内容が農業振興地域整備計画の達成に資すると認められるものであること。 

 

 農用地等の確保等に関する基本指針(令和2年12月8日)参照 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 326   

担当部署: 産業課  

処分の概要 施設の維持運営に関する協定の認定 

法 令 名 

根 拠 条 項 
農業振興地域の整備に関する法律 第18条の12第1項 

法 令 番 号 昭和44年法律第58号 

【基準】 

 法第18条の12第1項及び第3項の規定による。 

 (施設の維持運営に関する協定の締結等) 

第18条の12 農業者その他の土地所有者等に係る土地が利益を受け、又は農業者その他の者

の共同の利用に供されている農業振興地域における農業用用排水施設(政令で定める施設

を除く。以下この条において同じ。)その他の第8条第2項第2号に掲げる事項に係る施設又は

同項第4号若しくは第6号に規定する施設であつて、農業用用排水施設により利益を受ける

土地に係る土地所有者等又は農業用用排水施設以外の施設の利用者が共同して行う維持、

運営その他の行為(以下この条において「維持運営」という。)により機能の保持を図る必要

があるものとして農林水産省令で定めるものについて、農業者その他の土地所有者等又は

利用者は、その施設の適正な維持運営を確保するため、当該施設について設置者又は管理者

がある場合には当該設置者又は管理者の同意を得て、当該施設の維持運営に関する協定(以

下この条において「協定」という。)を締結し、当該協定が適当である旨の市町村長の認定

を受けることができる。 

2 略 

3 市町村長は、第1項の認定の申請が次の各号のすべてに該当するときは、同項の認定をする

ものとする。 

(1) 農業用用排水施設に係る協定にあつては当該農業用用排水施設により利益を受ける

土地の区域に係る土地所有者等の、その他の協定にあつては協定の目的となる施設の利

用者の相当部分が協定に参加していること。 

(2) 協定において定める施設の維持運営に関する事項の内容が適切であり、かつ、農業振

興地域整備計画の達成に資するものであること。 

(3) 協定において定める前項第3号から第6号までに掲げる事項の内容が妥当なものであ

ること。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 327   

担当部署: 総務政策課  

処分の概要 農地利用規約の認定 

法 令 名 

根 拠 条 項 
農住組合法 第13条第3項 

法 令 番 号 昭和55年法律第86号 

【基準】 

 法第13条第3項及び第4項の規定による。 

 (農地利用規約) 

第13条 

3 組合は、農地利用規約を定めたときは、主務省令で定めるところにより、これを市町村長

(特別区の区長を含む。以下同じ。)に提出して、当該農地利用規約が営農地区における当面

の営農の円滑な継続に資するものである旨の認定を受けることができる。 

4 市町村長は、前項の規定による認定の申請があつた場合において、申請に係る農地利用規

約の設定手続又は申請手続が法令に違反していると認めるときは、同項の認定をしてはな

らない。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 328   

担当部署: 産業課  

処分の概要 農地等の権利移動の許可 

法 令 名 

根 拠 条 項 
農地法 第3条第1項 

法 令 番 号 昭和27年法律第229号 

【基準】 

 法第3条第1項から第3項までの規定による。 

(農地又は採草放牧地の権利移動の制限) 

第3条 農地又は採草放牧地について所有権を移転し、又は地上権、永小作権、質権、使用貸

借による権利、賃借権若しくはその他の使用及び収益を目的とする権利を設定し、若しくは

移転する場合には、政令で定めるところにより、当事者が農業委員会の許可を受けなければ

ならない。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合及び第5条第1項本文に規定する場合

は、この限りでない。 

(1) 第46条第1項又は第47条の規定によつて所有権が移転される場合 

(2) 削除 

(3) 第37条から第40条までの規定によつて農地中間管理権(農地中間管理事業の推進に関

する法律第2条第5項に規定する農地中間管理権をいう。以下同じ。)が設定される場合 

(4) 第41条の規定によつて同条第1項に規定する利用権が設定される場合 

(5) これらの権利を取得する者が国又は都道府県である場合 

(6) 土地改良法(昭和24年法律第195号)、農業振興地域の整備に関する法律(昭和44年法律

第58号)、集落地域整備法(昭和62年法律第63号)又は市民農園整備促進法(平成2年法律第

44号)による交換分合によつてこれらの権利が設定され、又は移転される場合 

(7) 農業経営基盤強化促進法第19条の規定による公告があつた農用地利用集積計画の定

めるところによつて同法第4条第3項第1号の権利が設定され、又は移転される場合 

(7)の2 農地中間管理事業の推進に関する法律第18条第7項の規定による公告があつた農

用地利用配分計画の定めるところによつて賃借権又は使用貸借による権利が設定され、

又は移転される場合 

(8) 特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関する法律(平

成5年法律第72号)第9条第1項の規定による公告があつた所有権移転等促進計画の定める

ところによつて同法第2条第3項第3号の権利が設定され、又は移転される場合 

(9) 農山漁村の活性化のための定住等及び地域間交流の促進に関する法律(平成19年法律

第48号)第8条第1項の規定による公告があつた所有権移転等促進計画の定めるところに

よつて同法第5条第8項の権利が設定され、又は移転される場合 

(9)の2 農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギー電気の発電の促進に関

する法律(平成25年法律第81号)第17条の規定による公告があつた所有権移転等促進計画

の定めるところによつて同法第5条第4項の権利が設定され、又は移転される場合 

(10) 民事調停法(昭和26年法律第222号)による農事調停によつてこれらの権利が設定さ

れ、又は移転される場合 

(11) 土地収用法(昭和26年法律第219号)その他の法律によつて農地若しくは採草放牧地

又はこれらに関する権利が収用され、又は使用される場合 

(12) 遺産の分割、民法(明治29年法律第89号)第768条第2項(同法第749条及び第771条にお

いて準用する場合を含む。)の規定による財産の分与に関する裁判若しくは調停又は同法
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第958条の3の規定による相続財産の分与に関する裁判によつてこれらの権利が設定さ

れ、又は移転される場合 

(13) 農地中間管理機構が、農林水産省令で定めるところによりあらかじめ農業委員会に

届け出て、農業経営基盤強化促進法第7条第1号に掲げる事業の実施によりこれらの権利

を取得する場合 

(14) 農業協同組合法第10条第3項の信託の引受けの事業又は農業経営基盤強化促進法第7

条第2号に掲げる事業(以下これらを「信託事業」という。)を行う農業協同組合又は農地

中間管理機構が信託事業による信託の引受けにより所有権を取得する場合及び当該信託

の終了によりその委託者又はその一般承継人が所有権を取得する場合 

(14)の2 農地中間管理機構が、農林水産省令で定めるところによりあらかじめ農業委員会

に届け出て、農地中間管理事業(農地中間管理事業の推進に関する法律第2条第3項に規定

する農地中間管理事業をいう。以下同じ。)の実施により農地中間管理権を取得する場合 

(14)の3 農地中間管理機構が引き受けた農地貸付信託(農地中間管理事業の推進に関する

法律第2条第5項第2号に規定する農地貸付信託をいう。)の終了によりその委託者又はそ

の一般承継人が所有権を取得する場合 

(15) 地方自治法(昭和22年法律第67号)第252条の19第1項の指定都市(以下単に「指定都

市」という。)が古都における歴史的風土の保存に関する特別措置法(昭和41年法律第1号)

第19条の規定に基づいてする同法第11条第1項の規定による買入れによつて所有権を取

得する場合 

(16) その他農林水産省令で定める場合 

2 前項の許可は、次の各号のいずれかに該当する場合には、することができない。ただし、

民法第269条の2第1項の地上権又はこれと内容を同じくするその他の権利が設定され、又は

移転されるとき、農業協同組合法第10条第2項に規定する事業を行う農業協同組合又は農業

協同組合連合会が農地又は採草放牧地の所有者から同項の委託を受けることにより第1号

に掲げる権利が取得されることとなるとき、同法第11条の50第1項第1号に掲げる場合にお

いて農業協同組合又は農業協同組合連合会が使用貸借による権利又は賃借権を取得すると

き、並びに第1号、第2号、第4号及び第5号に掲げる場合において政令で定める相当の事由が

あるときは、この限りでない。 

(1) 所有権、地上権、永小作権、質権、使用貸借による権利、賃借権若しくはその他の使

用及び収益を目的とする権利を取得しようとする者又はその世帯員等の耕作又は養畜の

事業に必要な機械の所有の状況、農作業に従事する者の数等からみて、これらの者がその

取得後において耕作又は養畜の事業に供すべき農地及び採草放牧地の全てを効率的に利

用して耕作又は養畜の事業を行うと認められない場合 

(2) 農地所有適格法人以外の法人が前号に掲げる権利を取得しようとする場合 

(3) 信託の引受けにより第1号に掲げる権利が取得される場合 

(4) 第1号に掲げる権利を取得しようとする者(農地所有適格法人を除く。)又はその世帯

員等がその取得後において行う耕作又は養畜の事業に必要な農作業に常時従事すると認

められない場合 

(5) 第1号に掲げる権利を取得しようとする者又はその世帯員等がその取得後において耕

作の事業に供すべき農地の面積の合計及びその取得後において耕作又は養畜の事業に供

すべき採草放牧地の面積の合計が、いずれも、北海道では2ヘクタール、都府県では50ア

ール(農業委員会が、農林水産省令で定める基準に従い、市町村の区域の全部又は一部に

ついてこれらの面積の範囲内で別段の面積を定め、農林水産省令で定めるところにより、

これを公示したときは、その面積)に達しない場合 

(6) 農地又は採草放牧地につき所有権以外の権原に基づいて耕作又は養畜の事業を行う

者がその土地を貸し付け、又は質入れしようとする場合(当該事業を行う者又はその世帯
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員等の死亡又は第2条第2項各号に掲げる事由によりその土地について耕作、採草又は家

畜の放牧をすることができないため一時貸し付けようとする場合、当該事業を行う者が

その土地をその世帯員等に貸し付けようとする場合、その土地を水田裏作(田において稲

を通常栽培する期間以外の期間稲以外の作物を栽培することをいう。以下同じ。)の目的

に供するため貸し付けようとする場合及び農地所有適格法人の常時従事者たる構成員が

その土地をその法人に貸し付けようとする場合を除く。) 

(7) 第1号に掲げる権利を取得しようとする者又はその世帯員等がその取得後において行

う耕作又は養畜の事業の内容並びにその農地又は採草放牧地の位置及び規模からみて、

農地の集団化、農作業の効率化その他周辺の地域における農地又は採草放牧地の農業上

の効率的かつ総合的な利用の確保に支障を生ずるおそれがあると認められる場合 

3 農業委員会は、農地又は採草放牧地について使用貸借による権利又は賃借権が設定される

場合において、次に掲げる要件の全てを満たすときは、前項(第2号及び第4号に係る部分に

限る。)の規定にかかわらず、第1項の許可をすることができる。 

(1) これらの権利を取得しようとする者がその取得後においてその農地又は採草放牧地

を適正に利用していないと認められる場合に使用貸借又は賃貸借の解除をする旨の条件

が書面による契約において付されていること。 

(2) これらの権利を取得しようとする者が地域の農業における他の農業者との適切な役

割分担の下に継続的かつ安定的に農業経営を行うと見込まれること。 

(3) これらの権利を取得しようとする者が法人である場合にあつては、その法人の業務を

執行する役員又は農林水産省令で定める使用人(次条第1項第3号において「業務執行役員

等」という。)のうち、1人以上の者がその法人の行う耕作又は養畜の事業に常時従事する

と認められること。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 333   

担当部署: 住民課  

処分の概要 一般廃棄物収集・運搬業の許可 

法 令 名 

根 拠 条 項 
廃棄物の処理及び清掃に関する法律 第7条第1項 

法 令 番 号 昭和45年法律第137号 

【基準】 

 法第7条第1項及び第5項の規定による。 

(一般廃棄物処理業) 

第7条 一般廃棄物の収集又は運搬を業として行おうとする者は、当該業を行おうとする区域

(運搬のみを業として行う場合にあつては、一般廃棄物の積卸しを行う区域に限る。)を管轄

する市町村長の許可を受けなければならない。ただし、事業者(自らその一般廃棄物を運搬

する場合に限る。)、専ら再生利用の目的となる一般廃棄物のみの収集又は運搬を業として

行う者その他環境省令で定める者については、この限りでない。 

2～4 略 

5 市町村長は、第1項の許可の申請が次の各号のいずれにも適合していると認めるときでな

ければ、同項の許可をしてはならない。 

(1) 当該市町村による一般廃棄物の収集又は運搬が困難であること。 

(2) その申請の内容が一般廃棄物処理計画に適合するものであること。 

(3) その事業の用に供する施設及び申請者の能力がその事業を的確に、かつ、継続して行

うに足りるものとして環境省令で定める基準に適合するものであること。 

(4) 申請者が次のいずれにも該当しないこと。 

イ 心身の故障によりその業務を適切に行うことができない者として環境省令で定める

もの 

ロ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

ハ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなつた日

から5年を経過しない者 

ニ この法律、浄化槽法(昭和58年法律第43号)その他生活環境の保全を目的とする法令

で政令で定めるもの若しくはこれらの法令に基づく処分若しくは暴力団員による不当

な行為の防止等に関する法律(平成3年法律第77号。第32条の3第7項及び第32条の11第1

項を除く。)の規定に違反し、又は刑法(明治40年法律第45号)第204条、第206条、第208

条、第208条の2、第222条若しくは第247条の罪若しくは暴力行為等処罰ニ関スル法律

(大正15年法律第60号)の罪を犯し、罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行

を受けることがなくなつた日から5年を経過しない者 

ホ 第7条の4第1項(第4号に係る部分を除く。)若しくは第2項若しくは第14条の3の2第1

項(第4号に係る部分を除く。)若しくは第2項(これらの規定を第14条の6において読み

替えて準用する場合を含む。)又は浄化槽法第41条第2項の規定により許可を取り消さ

れ、その取消しの日から5年を経過しない者(当該許可を取り消された者が法人である

場合(第7条の4第1項第3号又は第14条の3の2第1項第3号(第14条の6において準用する

場合を含む。)に該当することにより許可が取り消された場合を除く。)においては、当

該取消しの処分に係る行政手続法(平成5年法律第88号)第15条の規定による通知があ

つた日前60日以内に当該法人の役員(業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれら

に準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法
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人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配

力を有するものと認められる者を含む。以下この号、第8条の5第6項及び第14条第5項第

2号ニにおいて同じ。)であつた者で当該取消しの日から5年を経過しないものを含む。) 

ヘ 第7条の4若しくは第14条の3の2(第14条の6において読み替えて準用する場合を含

む。)又は浄化槽法第41条第2項の規定による許可の取消しの処分に係る行政手続法第

15条の規定による通知があつた日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定

する日までの間に次条第3項(第14条の2第3項及び第14条の5第3項において読み替えて

準用する場合を含む。以下この号において同じ。)の規定による一般廃棄物若しくは産

業廃棄物の収集若しくは運搬若しくは処分(再生することを含む。)の事業のいずれか

の事業の全部の廃止の届出又は浄化槽法第38条第5号に該当する旨の同条の規定によ

る届出をした者(当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。)で、当該届出の

日から5年を経過しないもの 

ト ヘに規定する期間内に次条第3項の規定による一般廃棄物若しくは産業廃棄物の収

集若しくは運搬若しくは処分の事業のいずれかの事業の全部の廃止の届出又は浄化槽

法第38条第5号に該当する旨の同条の規定による届出があつた場合において、ヘの通知

の日前60日以内に当該届出に係る法人(当該事業の廃止について相当の理由がある法

人を除く。)の役員若しくは政令で定める使用人であつた者又は当該届出に係る個人

(当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。)の政令で定める使用人であつ

た者で、当該届出の日から5年を経過しないもの 

チ その業務に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認めるに足りる相当の

理由がある者 

リ 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人(法定代

理人が法人である場合においては、その役員を含む。第14条第5項第2号ハにおいて同

じ。)がイからチまでのいずれかに該当するもの 

ヌ 法人でその役員又は政令で定める使用人のうちにイからチまでのいずれかに該当す

る者のあるもの 

ル 個人で政令で定める使用人のうちにイからチまでのいずれかに該当する者のあるも

の 

 

 

 省令第2条の2の規定による。 

 (一般廃棄物収集運搬業の許可の基準) 

第2条の2 法第7条第5項第3号(法第7条の2第2項において準用する場合を含む。)の規定によ

る環境省令で定める基準は、次のとおりとする。 

(1) 施設に係る基準 

イ 一般廃棄物が飛散し、及び流出し、並びに悪臭が漏れるおそれのない運搬車、運搬船、

運搬容器その他の運搬施設を有すること。 

ロ 積替施設を有する場合には、一般廃棄物が飛散し、流出し、及び地下に浸透し、並び

に悪臭が発散しないように必要な措置を講じた施設であること。 

(2) 申請者の能力に係る基準 

イ 一般廃棄物の収集又は運搬を的確に行うに足りる知識及び技能を有すること。 

ロ 一般廃棄物の収集又は運搬を的確に、かつ、継続して行うに足りる経理的基礎を有す

ること。 

 

 

標準処理期間 30日 
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備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 334   

担当部署: 住民課  

処分の概要 一般廃棄物処分業の許可 

法 令 名 

根 拠 条 項 
廃棄物の処理及び清掃に関する法律 第7条第6項 

法 令 番 号 昭和45年法律第137号 

【基準】 

 法第7条第6項及び第10項の規定による。 

(一般廃棄物処理業) 

第7条 

6 一般廃棄物の処分を業として行おうとする者は、当該業を行おうとする区域を管轄する市

町村長の許可を受けなければならない。ただし、事業者(自らその一般廃棄物を処分する場

合に限る。)、専ら再生利用の目的となる一般廃棄物のみの処分を業として行う者その他環

境省令で定める者については、この限りでない。 

7～9 略 

10 市町村長は、第6項の許可の申請が次の各号のいずれにも適合していると認めるときでな

ければ、同項の許可をしてはならない。 

(1) 当該市町村による一般廃棄物の処分が困難であること。 

(2) その申請の内容が一般廃棄物処理計画に適合するものであること。 

(3) その事業の用に供する施設及び申請者の能力がその事業を的確に、かつ、継続して行

うに足りるものとして環境省令で定める基準に適合するものであること。 

(4) 申請者が第5項第4号イからルまでのいずれにも該当しないこと。 

 

 省令第2条の4の規定による。 

 (一般廃棄物処分業の許可の基準) 

第2条の4 法第7条第10項第3号(法第7条の2第2項において準用する場合を含む。)の規定によ

る環境省令で定める基準は、次のとおりとする。 

(1) 処分(埋立処分を除く。以下この号において同じ。)を業として行う場合 

イ 施設に係る基準 

{1} 浄化槽(浄化槽法第2条第1号に規定する浄化槽(同法第3条の2第2項又は浄化槽法

の一部を改正する法律(平成12年法律第106号)附則第2条の規定により浄化槽とみな

されたものを含む。)をいう。以下同じ。)に係る汚泥又はし尿の処分を業として行う

場合には、当該汚泥又はし尿の処分に適するし尿処理施設(浄化槽を除く。第13条第

5号を除き以下同じ。)、焼却施設その他の処理施設を有すること。 

{2} その他の一般廃棄物の処分を業として行う場合には、その処分を業として行おう

とする一般廃棄物の種類に応じ、当該一般廃棄物の処分に適する処理施設を有する

こと。 

{3} 保管施設を有する場合には、搬入された一般廃棄物が飛散し、流出し、及び地下

に浸透し、並びに悪臭が発散しないように必要な措置を講じた施設であること。 

ロ 申請者の能力に係る基準 

{1} 一般廃棄物の処分を的確に行うに足りる知識及び技能を有すること。 

{2} 一般廃棄物の処分を的確に、かつ、継続して行うに足りる経理的基礎を有するこ

と。 
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(2) 埋立処分を業として行う場合 

イ 施設に係る基準 

{1} 埋立処分を業として行う場合には、一般廃棄物の埋立処分に適する最終処分場及

びブルドーザーその他の施設を有すること。 

{2} 削除 

ロ 申請者の能力に係る基準 

{1} 一般廃棄物の埋立処分を的確に行うに足りる知識及び技能を有すること。 

{2} 一般廃棄物の埋立処分を的確に、かつ、継続して行うに足りる経理的基礎を有す

ること。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 335   

担当部署: 住民課  

処分の概要 一般廃棄物収集・運搬業の変更の許可 

法 令 名 

根 拠 条 項 
廃棄物の処理及び清掃に関する法律 第7条の2第1項 

法 令 番 号 昭和45年法律第137号 

【基準】 

 法第7条の2第2項において準用する法第7条第5項(第3号の規定による省令第2条の2を含

む。)の規定による。 

(一般廃棄物処理業) 

第7条 

5 市町村長は、第1項の許可の申請が次の各号のいずれにも適合していると認めるときでな

ければ、同項の許可をしてはならない。 

(1) 当該市町村による一般廃棄物の収集又は運搬が困難であること。 

(2) その申請の内容が一般廃棄物処理計画に適合するものであること。 

(3) その事業の用に供する施設及び申請者の能力がその事業を的確に、かつ、継続して行

うに足りるものとして環境省令で定める基準に適合するものであること。 

(4) 申請者が次のいずれにも該当しないこと。 

イ 心身の故障によりその業務を適切に行うことができない者として環境省令で定める

もの 

ロ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

ハ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなつた日

から5年を経過しない者 

ニ この法律、浄化槽法(昭和58年法律第43号)その他生活環境の保全を目的とする法令

で政令で定めるもの若しくはこれらの法令に基づく処分若しくは暴力団員による不当

な行為の防止等に関する法律(平成3年法律第77号。第32条の3第7項及び第32条の11第1

項を除く。)の規定に違反し、又は刑法(明治40年法律第45号)第204条、第206条、第208

条、第208条の2、第222条若しくは第247条の罪若しくは暴力行為等処罰ニ関スル法律

(大正15年法律第60号)の罪を犯し、罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行

を受けることがなくなつた日から5年を経過しない者 

ホ 第7条の4第1項(第4号に係る部分を除く。)若しくは第2項若しくは第14条の3の2第1

項(第4号に係る部分を除く。)若しくは第2項(これらの規定を第14条の6において読み

替えて準用する場合を含む。)又は浄化槽法第41条第2項の規定により許可を取り消さ

れ、その取消しの日から5年を経過しない者(当該許可を取り消された者が法人である

場合(第7条の4第1項第3号又は第14条の3の2第1項第3号(第14条の6において準用する

場合を含む。)に該当することにより許可が取り消された場合を除く。)においては、当

該取消しの処分に係る行政手続法(平成5年法律第88号)第15条の規定による通知があ

つた日前60日以内に当該法人の役員(業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれら

に準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法

人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配

力を有するものと認められる者を含む。以下この号、第8条の5第6項及び第14条第5項第

2号ニにおいて同じ。)であつた者で当該取消しの日から5年を経過しないものを含む。) 

ヘ 第7条の4若しくは第14条の3の2(第14条の6において読み替えて準用する場合を含



木曽岬町 法適用申請に対する処分個票 

2 

む。)又は浄化槽法第41条第2項の規定による許可の取消しの処分に係る行政手続法第

15条の規定による通知があつた日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定

する日までの間に次条第3項(第14条の2第3項及び第14条の5第3項において読み替えて

準用する場合を含む。以下この号において同じ。)の規定による一般廃棄物若しくは産

業廃棄物の収集若しくは運搬若しくは処分(再生することを含む。)の事業のいずれか

の事業の全部の廃止の届出又は浄化槽法第38条第5号に該当する旨の同条の規定によ

る届出をした者(当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。)で、当該届出の

日から5年を経過しないもの 

ト ヘに規定する期間内に次条第3項の規定による一般廃棄物若しくは産業廃棄物の収

集若しくは運搬若しくは処分の事業のいずれかの事業の全部の廃止の届出又は浄化槽

法第38条第5号に該当する旨の同条の規定による届出があつた場合において、ヘの通知

の日前60日以内に当該届出に係る法人(当該事業の廃止について相当の理由がある法

人を除く。)の役員若しくは政令で定める使用人であつた者又は当該届出に係る個人

(当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。)の政令で定める使用人であつ

た者で、当該届出の日から5年を経過しないもの 

チ その業務に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認めるに足りる相当の

理由がある者 

リ 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人(法定代

理人が法人である場合においては、その役員を含む。第14条第5項第2号ハにおいて同

じ。)がイからチまでのいずれかに該当するもの 

ヌ 法人でその役員又は政令で定める使用人のうちにイからチまでのいずれかに該当す

る者のあるもの 

ル 個人で政令で定める使用人のうちにイからチまでのいずれかに該当する者のあるも

の 

 

 省令第2条の2 

 (一般廃棄物収集運搬業の許可の基準) 

第2条の2 法第7条第5項第3号(法第7条の2第2項において準用する場合を含む。)の規定によ

る環境省令で定める基準は、次のとおりとする。 

(1) 施設に係る基準 

イ 一般廃棄物が飛散し、及び流出し、並びに悪臭が漏れるおそれのない運搬車、運搬船、

運搬容器その他の運搬施設を有すること。 

ロ 積替施設を有する場合には、一般廃棄物が飛散し、流出し、及び地下に浸透し、並び

に悪臭が発散しないように必要な措置を講じた施設であること。 

(2) 申請者の能力に係る基準 

イ 一般廃棄物の収集又は運搬を的確に行うに足りる知識及び技能を有すること。 

ロ 一般廃棄物の収集又は運搬を的確に、かつ、継続して行うに足りる経理的基礎を有す

ること。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 336   

担当部署: 住民課  

処分の概要 一般廃棄物処分業の変更の許可 

法 令 名 

根 拠 条 項 
廃棄物の処理及び清掃に関する法律 第7条の2第1項 

法 令 番 号 昭和45年法律第137号 

【基準】 

 法第7条の2第2項において準用する法第7条第10項(第3号の規定による省令第2条の4を含

む。)の規定による。 

 (一般廃棄物処理業) 

第7条 

10 市町村長は、第6項の許可の申請が次の各号のいずれにも適合していると認めるときでな

ければ、同項の許可をしてはならない。 

(1) 当該市町村による一般廃棄物の処分が困難であること。 

(2) その申請の内容が一般廃棄物処理計画に適合するものであること。 

(3) その事業の用に供する施設及び申請者の能力がその事業を的確に、かつ、継続して行

うに足りるものとして環境省令で定める基準に適合するものであること。 

(4) 申請者が第5項第4号イからルまでのいずれにも該当しないこと。 

 

 省令第2条の4 

 (一般廃棄物処分業の許可の基準) 

第2条の4 法第7条第10項第3号(法第7条の2第2項において準用する場合を含む。)の規定によ

る環境省令で定める基準は、次のとおりとする。 

(1) 処分(埋立処分を除く。以下この号において同じ。)を業として行う場合 

イ 施設に係る基準 

{1} 浄化槽(浄化槽法第2条第1号に規定する浄化槽(同法第3条の2第2項又は浄化槽法

の一部を改正する法律(平成12年法律第106号)附則第2条の規定により浄化槽とみな

されたものを含む。)をいう。以下同じ。)に係る汚泥又はし尿の処分を業として行う

場合には、当該汚泥又はし尿の処分に適するし尿処理施設(浄化槽を除く。第13条第

5号を除き以下同じ。)、焼却施設その他の処理施設を有すること。 

{2} その他の一般廃棄物の処分を業として行う場合には、その処分を業として行おう

とする一般廃棄物の種類に応じ、当該一般廃棄物の処分に適する処理施設を有する

こと。 

{3} 保管施設を有する場合には、搬入された一般廃棄物が飛散し、流出し、及び地下

に浸透し、並びに悪臭が発散しないように必要な措置を講じた施設であること。 

ロ 申請者の能力に係る基準 

{1} 一般廃棄物の処分を的確に行うに足りる知識及び技能を有すること。 

{2} 一般廃棄物の処分を的確に、かつ、継続して行うに足りる経理的基礎を有するこ

と。 

(2) 埋立処分を業として行う場合 

イ 施設に係る基準 

{1} 埋立処分を業として行う場合には、一般廃棄物の埋立処分に適する最終処分場及

びブルドーザーその他の施設を有すること。 
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{2} 削除 

ロ 申請者の能力に係る基準 

{1} 一般廃棄物の埋立処分を的確に行うに足りる知識及び技能を有すること。 

{2} 一般廃棄物の埋立処分を的確に、かつ、継続して行うに足りる経理的基礎を有す

ること。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 337   

担当部署: 住民課  

処分の概要 再生利用一般廃棄物・運送業者の指定 

法 令 名 

根 拠 条 項 
廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則 第2条第2号 

法 令 番 号 昭和46年厚生省令第35号 

【基準】 

 省令第2条第2号の規定による。 

 (一般廃棄物収集運搬業の許可を要しない者) 

第2条 法第7条第1項ただし書の環境省令で定める者は、次のとおりとする。 

(1) 略 

(2) 再生利用されることが確実であると市町村長が認めた一般廃棄物のみの収集又は運

搬を業として行う者であつて市町村長の指定を受けたもの 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 338   

担当部署: 住民課  

処分の概要 再生利用一般廃棄物処分業者の指定 

法 令 名 

根 拠 条 項 
廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則 第2条の3第2号 

法 令 番 号 昭和46年厚生省令第35号 

【基準】 

 省令第2条の3第2号の規定による。 

 (一般廃棄物処分業の許可を要しない者) 

第2条の3 法第7条第6項ただし書の規定による環境省令で定める者は、次のとおりとする。 

(1) 略 

(2) 再生利用されることが確実であると市町村長が認めた一般廃棄物のみの処分を業と

して行う者であつて市町村長の指定を受けたもの 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 339   

担当部署: 住民課  

処分の概要 埋葬、火葬又は改葬の許可 

法 令 名 

根 拠 条 項 
墓地、埋葬等に関する法律 第5条第1項 

法 令 番 号 昭和23年法律第48号 

【基準】 

 法第5条の規定による。 

第5条 埋葬、火葬又は改葬を行おうとする者は、厚生労働省令で定めるところにより、市町

村長(特別区の区長を含む。以下同じ。)の許可を受けなければならない。 

2 前項の許可は、埋葬及び火葬に係るものにあつては死亡若しくは死産の届出を受理し、死

亡の報告若しくは死産の通知を受け、又は船舶の船長から死亡若しくは死産に関する航海

日誌の謄本の送付を受けた市町村長が、改葬に係るものにあつては死体又は焼骨の現に存

する地の市町村長が行なうものとする。 

 

標準処理期間 1日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 341   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 障害年金等の給付 

法 令 名 

根 拠 条 項 
予防接種法 第15条第1項 

法 令 番 号 昭和23年法律第68号 

【基準】 

 法第15条から第17条までの規定による。 

 (健康被害の救済措置) 

第15条 市町村長は、当該市町村の区域内に居住する間に定期の予防接種等を受けた者が、疾

病にかかり、障害の状態となり、又は死亡した場合において、当該疾病、障害又は死亡が当

該定期の予防接種等を受けたことによるものであると厚生労働大臣が認定したときは、次

条及び第17条に定めるところにより、給付を行う。 

2 厚生労働大臣は、前項の認定を行うに当たっては、審議会等(国家行政組織法(昭和23年法

律第120号)第8条に規定する機関をいう。)で政令で定めるものの意見を聴かなければなら

ない。 

(給付の範囲) 

第16条 A類疾病に係る定期の予防接種等又はB類疾病に係る臨時の予防接種を受けたことに

よる疾病、障害又は死亡について行う前条第1項の規定による給付は、次の各号に掲げると

おりとし、それぞれ当該各号に定める者に対して行う。 

(1) 医療費及び医療手当 予防接種を受けたことによる疾病について医療を受ける者 

(2) 障害児養育年金 予防接種を受けたことにより政令で定める程度の障害の状態にあ

る18歳未満の者を養育する者 

(3) 障害年金 予防接種を受けたことにより政令で定める程度の障害の状態にある18歳

以上の者 

(4) 死亡一時金 予防接種を受けたことにより死亡した者の政令で定める遺族 

(5) 葬祭料 予防接種を受けたことにより死亡した者の葬祭を行う者 

2 B類疾病に係る定期の予防接種を受けたことによる疾病、障害又は死亡について行う前条

第1項の規定による給付は、次の各号に掲げるとおりとし、それぞれ当該各号に定める者に

対して行う。 

(1) 医療費及び医療手当 予防接種を受けたことによる疾病について政令で定める程度

の医療を受ける者 

(2) 障害児養育年金 予防接種を受けたことにより政令で定める程度の障害の状態にあ

る18歳未満の者を養育する者 

(3) 障害年金 予防接種を受けたことにより政令で定める程度の障害の状態にある18歳

以上の者 

(4) 遺族年金又は遺族一時金 予防接種を受けたことにより死亡した者の政令で定める

遺族 

(5) 葬祭料 予防接種を受けたことにより死亡した者の葬祭を行う者 

(政令への委任等) 

第17条 前条に定めるもののほか、第15条第1項の規定による給付(以下「給付」という。)の

額、支給方法その他給付に関して必要な事項は、政令で定める。 

2 前条第2項第1号から第4号までの政令及び同項の規定による給付に係る前項の規定に基づ
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く政令は、独立行政法人医薬品医療機器総合機構法(平成14年法律第192号)第15条第1項第1

号イに規定する副作用救済給付に係る同法第16条第1項第1号から第4号までの政令及び同

条第3項の規定に基づく政令の規定を参酌して定めるものとする。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 342   

担当部署: 産業課  

処分の概要 経営改善計画の認定 

法 令 名 

根 拠 条 項 
酪農及び肉用牛生産の振興に関する法律 第2条の5 

法 令 番 号 昭和29年法律第182号 

【基準】 

 法第2条の5及び省令第2条の5の規定による。 

 (経営改善計画) 

第2条の5 市町村計画を作成した市町村長は、当該市町村の区域内において酪農経営又は肉

用牛経営を営む者から農林水産省令で定めるところによりその作成した経営改善計画が適

当である旨の認定の申請があつた場合において、その経営改善計画が市町村計画の内容に

照らし適切なものであることその他の農林水産省令で定める基準に適合するものであると

認めるときは、その経営改善計画が適当である旨の認定をするものとする。 

 

 (経営改善計画の認定基準) 

第2条の5 法第2条の5の農林水産省令で定める基準は、次のとおりとする。 

(1) 当該経営改善計画が市町村計画の内容に照らし適切なものであること。 

(2) 当該経営改善計画が適正に作成されており、かつ、申請者がこれを達成する見込みが

確実であること。 

(3) 当該経営改善計画に株式会社日本政策金融公庫又は沖縄振興開発金融公庫から借入

れを必要とする資金の額及び計画が記載されているものについては、当該借入れが必要

であつて、他に適当な方法がないこと。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 353   

担当部署: 住民課  

処分の概要 犬の登録及び鑑札の交付 

法 令 名 

根 拠 条 項 
狂犬病予防法 第4条第2項 

法 令 番 号 昭和25年法律第247号 

【基準】 

 法第4条第1項及び第2項の規定による。 

 (登録) 

第4条 犬の所有者は、犬を取得した日(生後90日以内の犬を取得した場合にあつては、生後90

日を経過した日)から30日以内に、厚生労働省令の定めるところにより、その犬の所在地を

管轄する市町村長(特別区にあつては、区長。以下同じ。)に犬の登録を申請しなければなら

ない。ただし、この条の規定により登録を受けた犬については、この限りでない。 

2 市町村長は、前項の登録の申請があつたときは、原簿に登録し、その犬の所有者に犬の鑑

札を交付しなければならない。 

 

標準処理期間 7日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 354   

担当部署: 住民課  

処分の概要 犬の予防注射済票の交付 

法 令 名 

根 拠 条 項 
狂犬病予防法 第5条第2項 

法 令 番 号 昭和25年法律第247号 

【基準】 

 法第5条第1項及び第2項の規定による。 

 (予防注射) 

第5条 犬の所有者(所有者以外の者が管理する場合には、その者。以下同じ。)は、その犬に

ついて、厚生労働省令の定めるところにより、狂犬病の予防注射を毎年1回受けさせなけれ

ばならない。 

2 市町村長は、政令の定めるところにより、前項の予防注射を受けた犬の所有者に注射済票

を交付しなければならない。 

 

標準処理期間 7日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 355   

担当部署: 住民課  

処分の概要 犬の鑑札の再交付 

法 令 名 

根 拠 条 項 
狂犬病予防法施行令 第1条の2 

法 令 番 号 昭和28年政令第236号 

【基準】 

 政令第1条の2の規定による。 

 (鑑札の再交付) 

第1条の2 市町村長(特別区にあつては、区長。以下同じ。)は、鑑札を亡失し、又は損傷した

犬の所有者から鑑札の再交付の申請があつたときは、鑑札を交付しなければならない。 

 

標準処理期間 7日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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1 

ID: 356   

担当部署: 住民課  

処分の概要 犬の予防注射済票の再交付 

法 令 名 

根 拠 条 項 
狂犬病予防法施行令 第3条 

法 令 番 号 昭和28年政令第236号 

【基準】 

 政令第3条の規定による。 

 (注射済票の再交付) 

第3条 市町村長は、注射済票を亡失し、又は損傷した犬の所有者から注射済票の再交付の申

請があつたときは、注射済票を交付しなければならない。 

 

標準処理期間 7日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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1 

ID: 368   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 未熟児に対する養育医療の給付の決定 

法 令 名 

根 拠 条 項 
母子保健法 第20条第1項 

法 令 番 号 昭和40年法律第141号 

【基準】 

 法第20条の規定による。 

 (養育医療) 

第20条 市町村は、養育のため病院又は診療所に入院することを必要とする未熟児に対し、そ

の養育に必要な医療(以下「養育医療」という。)の給付を行い、又はこれに代えて養育医療

に要する費用を支給することができる。 

2 前項の規定による費用の支給は、養育医療の給付が困難であると認められる場合に限り、

行なうことができる。 

3 養育医療の給付の範囲は、次のとおりとする。 

(1) 診察 

(2) 薬剤又は治療材料の支給 

(3) 医学的処置、手術及びその他の治療 

(4) 病院又は診療所への入院及びその療養に伴う世話その他の看護 

(5) 移送 

4 養育医療の給付は、都道府県知事が次項の規定により指定する病院若しくは診療所又は薬

局(以下「指定養育医療機関」という。)に委託して行うものとする。 

5 都道府県知事は、病院若しくは診療所又は薬局の開設者の同意を得て、第1項の規定による

養育医療を担当させる機関を指定する。 

6 第1項の規定により支給する費用の額は、次項の規定により準用する児童福祉法第19条の

12の規定により指定養育医療機関が請求することができる診療報酬の例により算定した額

のうち、本人及びその扶養義務者(民法(明治29年法律第89号)に定める扶養義務者をいう。

第21条の4第1項において同じ。)が負担することができないと認められる額とする。 

7 児童福祉法第19条の12、第19条の20及び第21条の3の規定は養育医療の給付について、同法

第20条第7項及び第8項並びに第21条の規定は指定養育医療機関について、それぞれ準用す

る。この場合において、同法第19条の12中「診療方針」とあるのは「診療方針及び診療報酬」

と、同法第19条の20(第2項を除く。)中「小児慢性特定疾病医療費の」とあるのは「診療報

酬の」と、同条第1項中「第19条の3第10項」とあるのは「母子保健法第20条第7項において

読み替えて準用する第19条の12」と、同条第4項中「都道府県」とあるのは「市町村」と、

同法第21条の3第2項中「都道府県の」とあるのは「市町村の」と読み替えるものとする。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 374   

担当部署: 総務政策課  

処分の概要 合併協議会設置請求代表者証明書の交付 

法 令 名 

根 拠 条 項 
市町村の合併の特例に関する法律施行令 第1条第2項 

法 令 番 号 平成17年政令第55号 

【基準】 

 政令第1条の規定による。 

 (代表者証明書の交付等) 

第1条 市町村の合併の特例に関する法律(以下「法」という。)第4条第1項の規定により合併

協議会を置くよう請求しようとする代表者(以下「請求代表者」という。)は、合併対象市町

村の名称及び請求の内容その他必要な事項を記載した書面(以下「合併協議会設置請求書」

という。)を添えて、その者の属する市町村の長に対し、請求代表者であることを証明する

書面(以下「代表者証明書」という。)の交付を文書で申請しなければならない。 

2 前項の規定による申請があったときは、当該市町村の長は、直ちに、市町村の選挙管理委

員会に対し、請求代表者が選挙人名簿に登録された者であるかどうかの確認を求め、その確

認があったときは、その者に代表者証明書を交付し、かつ、その旨を告示しなければならな

い。 

3 代表者証明書の交付を受けた請求代表者が2人以上ある場合において、その一部の請求代

表者が法第5条第30項において準用する地方自治法(昭和22年法律第67号)第74条第6項各号

のいずれかに該当するに至ったときは、他の請求代表者は、当該代表者証明書を添えて、当

該市町村の長に届け出て、当該代表者証明書に請求代表者の変更に係る記載を受けなけれ

ばならない。 

4 市町村の選挙管理委員会は、代表者証明書の交付を受けた請求代表者が法第5条第30項に

おいて準用する地方自治法第74条第6項各号のいずれかに該当することを知ったときは、直

ちにその旨を当該市町村の長に通知しなければならない。 

5 当該市町村の長は、第3項の届出又は前項の通知を受けた場合その他当該請求代表者が法

第5条第30項において準用する地方自治法第74条第6項各号のいずれかに該当することを知

ったときは、直ちにその旨を告示しなければならない。 

 

標準処理期間 15日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 375   

担当部署: 総務政策課  

処分の概要 景観地区内の建築物計画の認定 

法 令 名 

根 拠 条 項 
景観法 第63条第1項 

法 令 番 号 平成16年法律第110号 

【基準】 

 法第62条、第63条第1項及び第2項の規定による。 

 (建築物の形態意匠の制限) 

第62条 景観地区内の建築物の形態意匠は、都市計画に定められた建築物の形態意匠の制限

に適合するものでなければならない。ただし、政令で定める他の法令の規定により義務付け

られた建築物又はその部分の形態意匠にあっては、この限りでない。 

 (計画の認定) 

第63条 景観地区内において建築物の建築等をしようとする者は、あらかじめ、その計画が、

前条の規定に適合するものであることについて、申請書を提出して市町村長の認定を受け

なければならない。当該認定を受けた建築物の計画を変更して建築等をしようとする場合

も、同様とする。 

2 市町村長は、前項の申請書を受理した場合においては、その受理した日から30日以内に、

申請に係る建築物の計画が前条の規定に適合するかどうかを審査し、審査の結果に基づい

て当該規定に適合するものと認めたときは、当該申請者に認定証を交付しなければならな

い。 

 

 景観法運用指針(平成16年12月国土交通省・農林水産省・環境省、平成30年4月1日改正)参照 

標準処理期間 30日以内(法第63条第2項) 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 376   

担当部署: 総務政策課  

処分の概要 仮設建築物又は仮設工作物に対する制限の緩和存続の許可 

法 令 名 

根 拠 条 項 
景観法 第77条第3項 

法 令 番 号 平成16年法律第110号 

【基準】 

 法第77条第3項及び第4項の規定による。 

 (仮設建築物又は仮設工作物に対する制限の緩和) 

第77条 

3 前2項の応急仮設建築物の建築等又は応急仮設工作物の建設等若しくは設置をした者は、

その工事を完了した後3月を超えてこの章の規定の適用を受けないで当該建築物又は工作

物を存続しようとする場合においては、その超えることとなる日前に、市町村長の許可を受

けなければならない。ただし、当該許可の申請をした場合において、その超えることとなる

日前に当該申請に対する処分がされないときは、当該処分がされるまでの間は、なおこの章

の規定の適用を受けないで当該建築物又は工作物を存続することができる。 

4 市町村長は、前項の許可の申請があった場合において、良好な景観の形成に著しい支障が

ないと認めるときは、2年以内の期間を限って、その許可をすることができる。 

 

 景観法運用指針(平成16年12月国土交通省・農林水産省・環境省、平成30年4月1日改正)参照 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 377   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 被保険者証の交付 

法 令 名 

根 拠 条 項 
介護保険法 第12条第3項 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【基準】 

 省令第26条の規定による。 

(被保険者証の交付) 

第26条 市町村は、第1号被保険者並びに第2号被保険者(法第9条第2号に規定する被保険者を

いう。以下同じ。)のうち法第27条第1項又は第32条第1項の規定による申請を行ったもの及

び法第12条第3項の規定に基づき被保険者証の交付を求めたものに対し、様式第1号による

被保険者証を交付しなければならない。 

2 第2号被保険者は、前項の規定により被保険者証の交付を受けようとするときは、氏名、性

別、生年月日、住所及び個人番号を記載した申請書を市町村に提出しなければならない。 

3 前項の場合において、当該第2号被保険者は、医療保険各法による被保険者証(日雇特例被

保険者手帳(健康保険印紙を貼り付けるべき余白があるものに限る。)を含む。)、組合員証

又は加入者証(組合員証及び加入者証については、被扶養者証を含む。以下「医療保険被保

険者証等」という。)を提示するものとする。ただし、市町村が当該第2号被保険者が医療保

険加入者であることを公簿等によって確認することができるときは、この限りでない。 

 

標準処理期間 3日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 378   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 要介護認定 

法 令 名 

根 拠 条 項 
介護保険法 第27条第1項 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【基準】 

 法第27条第1項及び第2項の規定による。 

 (要介護認定) 

第27条 要介護認定を受けようとする被保険者は、厚生労働省令で定めるところにより、申請

書に被保険者証を添付して市町村に申請をしなければならない。この場合において、当該被

保険者は、厚生労働省令で定めるところにより、第46条第1項に規定する指定居宅介護支援

事業者、地域密着型介護老人福祉施設若しくは介護保険施設であって厚生労働省令で定め

るもの又は第115条の46第1項に規定する地域包括支援センターに、当該申請に関する手続

を代わって行わせることができる。 

2 市町村は、前項の申請があったときは、当該職員をして、当該申請に係る被保険者に面接

させ、その心身の状況、その置かれている環境その他厚生労働省令で定める事項について調

査をさせるものとする。この場合において、市町村は、当該被保険者が遠隔の地に居所を有

するときは、当該調査を他の市町村に嘱託することができる。 

 

 省令第36条の規定による。 

第36条 法第27条第2項の厚生労働省令で定める事項は、同条第1項の申請に係る被保険者の

病状及び当該者が現に受けている医療の状況とする。 

 

標準処理期間 30日以内(法第27条第11項) 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 379   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 要介護認定の更新 

法 令 名 

根 拠 条 項 
介護保険法 第28条第2項 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【基準】 

 法第28条第4項において準用する法第27条第2項及び法第27条第2項の規定による省令第36

条の規定による。 

 (要介護認定の更新) 

第28条 

2 要介護認定を受けた被保険者は、有効期間の満了後においても要介護状態に該当すると見

込まれるときは、厚生労働省令で定めるところにより、市町村に対し、当該要介護認定の更

新(以下「要介護更新認定」という。)の申請をすることができる。 

3 略  

4 前条(第8項を除く。)の規定は、前2項の申請及び当該申請に係る要介護更新認定について準

用する。この場合において、同条の規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。 

 

 (要介護認定) 

第27条 要介護認定を受けようとする被保険者は、厚生労働省令で定めるところにより、申請

書に被保険者証を添付して市町村に申請をしなければならない。この場合において、当該被

保険者は、厚生労働省令で定めるところにより、第46条第1項に規定する指定居宅介護支援

事業者、地域密着型介護老人福祉施設若しくは介護保険施設であって厚生労働省令で定め

るもの又は第115条の46第1項に規定する地域包括支援センターに、当該申請に関する手続

を代わって行わせることができる。 

2 市町村は、前項の申請があったときは、当該職員をして、当該申請に係る被保険者に面接さ

せ、その心身の状況、その置かれている環境その他厚生労働省令で定める事項について調査

をさせるものとする。この場合において、市町村は、当該被保険者が遠隔の地に居所を有す

るときは、当該調査を他の市町村に嘱託することができる。 

第3項から第12項まで 略  

 

 介護保険法施行規則 

第36条 法第27条第2項の厚生労働省令で定める事項は、同条第1項の申請に係る被保険者の

病状及び当該者が現に受けている医療の状況とする。 

 

標準処理期間 30日以内(法第28条第4項において準用する法第27条第11項) 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 380   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 要介護状態区分の変更の認定 

法 令 名 

根 拠 条 項 
介護保険法 第29条第1項 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【基準】 

 法第29条第2項において準用する法第27条第2項及び法第27条第2項の規定による省令第36

条の規定による。 

 (要介護状態区分の変更の認定) 

第29条 要介護認定を受けた被保険者は、その介護の必要の程度が現に受けている要介護認

定に係る要介護状態区分以外の要介護状態区分に該当すると認めるときは、厚生労働省令

で定めるところにより、市町村に対し、要介護状態区分の変更の認定の申請をすることがで

きる。 

2 第27条及び前条第5項から第8項までの規定は、前項の申請及び当該申請に係る要介護状態

区分の変更の認定について準用する。この場合において、これらの規定に関し必要な技術的

読替えは、政令で定める。 

 

 (要介護認定) 

第27条 要介護認定を受けようとする被保険者は、厚生労働省令で定めるところにより、申請

書に被保険者証を添付して市町村に申請をしなければならない。この場合において、当該被

保険者は、厚生労働省令で定めるところにより、第46条第1項に規定する指定居宅介護支援

事業者、地域密着型介護老人福祉施設若しくは介護保険施設であって厚生労働省令で定め

るもの又は第115条の46第1項に規定する地域包括支援センターに、当該申請に関する手続

を代わって行わせることができる。 

2 市町村は、前項の申請があったときは、当該職員をして、当該申請に係る被保険者に面接さ

せ、その心身の状況、その置かれている環境その他厚生労働省令で定める事項について調査

をさせるものとする。この場合において、市町村は、当該被保険者が遠隔の地に居所を有す

るときは、当該調査を他の市町村に嘱託することができる。 

第3項から第12項まで 略  

 

 介護保険法施行規則 

第36条 法第27条第2項の厚生労働省令で定める事項は、同条第1項の申請に係る被保険者の

病状及び当該者が現に受けている医療の状況とする。 

 

標準処理期間 30日以内(法第29条第2項において準用する法第27条第11項) 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 381   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 要支援認定 

法 令 名 

根 拠 条 項 
介護保険法 第32条第1項 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【基準】 

 法第32条第2項において準用する法第27条第2項及び法第27条第2項の規定による省令第36

条の規定による。 

 (要支援認定) 

第32条 要支援認定を受けようとする被保険者は、厚生労働省令で定めるところにより、申請

書に被保険者証を添付して市町村に申請をしなければならない。この場合において、当該被

保険者は、厚生労働省令で定めるところにより、第46条第1項に規定する指定居宅介護支援

事業者、地域密着型介護老人福祉施設若しくは介護保険施設であって厚生労働省令で定め

るもの又は第115条の46第1項に規定する地域包括支援センターに、当該申請に関する手続

を代わって行わせることができる。 

2 第27条第2項及び第3項の規定は、前項の申請に係る調査並びに同項の申請に係る被保険者

の主治の医師の意見及び当該被保険者に対する診断命令について準用する。 

以下 略 

 

 (要介護認定) 

第27条 要介護認定を受けようとする被保険者は、厚生労働省令で定めるところにより、申請

書に被保険者証を添付して市町村に申請をしなければならない。この場合において、当該被

保険者は、厚生労働省令で定めるところにより、第46条第1項に規定する指定居宅介護支援

事業者、地域密着型介護老人福祉施設若しくは介護保険施設であって厚生労働省令で定め

るもの又は第115条の46第1項に規定する地域包括支援センターに、当該申請に関する手続

を代わって行わせることができる。 

2 市町村は、前項の申請があったときは、当該職員をして、当該申請に係る被保険者に面接

させ、その心身の状況、その置かれている環境その他厚生労働省令で定める事項について調

査をさせるものとする。この場合において、市町村は、当該被保険者が遠隔の地に居所を有

するときは、当該調査を他の市町村に嘱託することができる。 

第3項から第12項まで 略  

 

 介護保険法施行規則 

第36条 法第27条第2項の厚生労働省令で定める事項は、同条第1項の申請に係る被保険者の

病状及び当該者が現に受けている医療の状況とする。 

 

標準処理期間 30日以内(法第32条第9項において準用する法第27条第11項) 

備考  

 

 



木曽岬町 法適用申請に対する処分個票 

2 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 382   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 要支援認定の更新 

法 令 名 

根 拠 条 項 
介護保険法 第33条第2項 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【基準】 

 法第33条第4項において準用する法第32条第2項にて準用する法第27条第2項及び法第27条

第2項の規定による省令第36条の規定による。 

 

 (要支援認定の更新) 

第33条  

2 要支援認定を受けた被保険者は、有効期間の満了後においても要支援状態に該当すると見

込まれるときは、厚生労働省令で定めるところにより、市町村に対し、当該要支援認定の更

新(以下「要支援更新認定」という。)の申請をすることができる。 

3 前項の申請をすることができる被保険者が、災害その他やむを得ない理由により当該申請

に係る要支援認定の有効期間の満了前に当該申請をすることができなかったときは、当該

被保険者は、その理由のやんだ日から1月以内に限り、要支援更新認定の申請をすることが

できる。 

4 前条(第7項を除く。)及び第28条第5項から第8項までの規定は、前2項の申請及び当該申請に

係る要支援更新認定について準用する。この場合において、これらの規定に関し必要な技術

的読替えは、政令で定める。 

第5項及び第6項 略 

 

 (要支援認定) 

第32条  

2 第27条第2項及び第3項の規定は、前項の申請に係る調査並びに同項の申請に係る被保険者

の主治の医師の意見及び当該被保険者に対する診断命令について準用する。 

以下 略 

 

 (要介護認定) 

第27条 要介護認定を受けようとする被保険者は、厚生労働省令で定めるところにより、申請

書に被保険者証を添付して市町村に申請をしなければならない。この場合において、当該被

保険者は、厚生労働省令で定めるところにより、第46条第1項に規定する指定居宅介護支援

事業者、地域密着型介護老人福祉施設若しくは介護保険施設であって厚生労働省令で定め

るもの又は第115条の46第1項に規定する地域包括支援センターに、当該申請に関する手続

を代わって行わせることができる。 

2 市町村は、前項の申請があったときは、当該職員をして、当該申請に係る被保険者に面接さ

せ、その心身の状況、その置かれている環境その他厚生労働省令で定める事項について調査

をさせるものとする。この場合において、市町村は、当該被保険者が遠隔の地に居所を有す

るときは、当該調査を他の市町村に嘱託することができる。 

第3項から第12項まで 略  

 



木曽岬町 法適用申請に対する処分個票 

2 

 介護保険法施行規則 

第36条 法第27条第2項の厚生労働省令で定める事項は、同条第1項の申請に係る被保険者の

病状及び当該者が現に受けている医療の状況とする。 

 

標準処理期間 30日以内(法第33条第4項において準用する法第27条第11項) 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 383   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 介護保険サービスの種類の指定変更 

法 令 名 

根 拠 条 項 
介護保険法 第37条第2項 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【基準】 

 法第37条第4項及び省令第59条第3項の規定による。 

 (介護給付等対象サービスの種類の指定) 

第37条  

4 市町村は、第2項の申請があった場合において、厚生労働省令で定めるところにより、認定

審査会の意見を聴き、必要があると認めるときは、当該指定に係る居宅サービス、地域密着

型サービス、施設サービス、介護予防サービス又は地域密着型介護予防サービスの種類の変

更をすることができる。 

5 市町村は、前項の規定により第2項の申請に係る被保険者について第1項前段の規定による

指定に係る居宅サービス、地域密着型サービス、施設サービス、介護予防サービス又は地域

密着型介護予防サービスの種類を変更したときは、その結果を当該被保険者に通知すると

ともに、当該被保険者の被保険者証に変更後の居宅サービス、地域密着型サービス、施設サ

ービス、介護予防サービス又は地域密着型介護予防サービスの種類を記載し、これを返付す

るものとする。 

  

 介護保険法施行規則 

 (介護給付等対象サービスの種類の指定の変更の申請) 

第59条 

3 市町村は、第1項の申請を受けたときは、同項第1号に掲げる事項(個人番号を除く。)及び

同項の申請に係る被保険者が第二号被保険者である場合にあってはその旨を認定審査会に

通知し、当該申請に係る被保険者が受けるべき居宅サービス、地域密着型サービス、施設サ

ービス、介護予防サービス又は地域密着型介護予防サービスの種類について審査及び判定

を求めるものとする。この場合において、当該審査及び判定に係る手続は、法第27条第3項

から第6項まで(第5項後段を除く。)の規定の例による。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 384   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 居宅介護サービス費の支給 

法 令 名 

根 拠 条 項 
介護保険法 第41条第1項 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【基準】 

 法第41条第2項及び省令第62条の規定による。 

 (居宅介護サービス費の支給) 

第41条 市町村は、要介護認定を受けた被保険者(以下「要介護被保険者」という。)のうち居

宅において介護を受けるもの(以下「居宅要介護被保険者」という。)が、都道府県知事が指

定する者(以下「指定居宅サービス事業者」という。)から当該指定に係る居宅サービス事業

を行う事業所により行われる居宅サービス(以下「指定居宅サービス」という。)を受けたと

きは、当該居宅要介護被保険者に対し、当該指定居宅サービスに要した費用(特定福祉用具

の購入に要した費用を除き、通所介護、通所リハビリテーション、短期入所生活介護、短期

入所療養介護及び特定施設入居者生活介護に要した費用については、食事の提供に要する

費用、滞在に要する費用その他の日常生活に要する費用として厚生労働省令で定める費用

を除く。以下この条において同じ。)について、居宅介護サービス費を支給する。ただし、

当該居宅要介護被保険者が、第37条第1項の規定による指定を受けている場合において、当

該指定に係る種類以外の居宅サービスを受けたときは、この限りでない。 

2 居宅介護サービス費は、厚生労働省令で定めるところにより、市町村が必要と認める場合に

限り、支給するものとする。 

以下 略 

 

 介護保険法施行規則 

 (居宅介護サービス費の支給が必要と認める場合等) 

第62条 訪問看護、訪問リハビリテーション又は通所リハビリテーションに係る居宅介護サ

ービス費は、それぞれ第6条、第8条又は第11条に規定する基準に適合している居宅要介護被

保険者(法第41条第1項に規定する居宅要介護被保険者をいう。以下同じ。)に係るものと認

められるものに限り支給するものとする。 

2 短期入所療養介護に係る居宅介護サービス費は、第13条に規定する居宅要介護被保険者に

係るものと認められるものに限り支給するものとする。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 385   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 特例居宅介護サービス費の支給 

法 令 名 

根 拠 条 項 
介護保険法 第42条第1項 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【基準】 

 法第42条第1項各号及び政令第15条の規定による。 

 (特例居宅介護サービス費の支給) 

第42条 市町村は、次に掲げる場合には、居宅要介護被保険者に対し、特例居宅介護サービス

費を支給する。 

(1) 居宅要介護被保険者が、当該要介護認定の効力が生じた日前に、緊急その他やむを得

ない理由により指定居宅サービスを受けた場合において、必要があると認めるとき。 

(2) 居宅要介護被保険者が、指定居宅サービス以外の居宅サービス又はこれに相当するサ

ービス(指定居宅サービスの事業に係る第74条第1項の都道府県の条例で定める基準及び

同項の都道府県の条例で定める員数並びに同条第2項に規定する指定居宅サービスの事

業の設備及び運営に関する基準のうち、都道府県の条例で定めるものを満たすと認めら

れる事業を行う事業所により行われるものに限る。次号及び次項において「基準該当居宅

サービス」という。)を受けた場合において、必要があると認めるとき。 

(3) 指定居宅サービス及び基準該当居宅サービスの確保が著しく困難である離島その他

の地域であって厚生労働大臣が定める基準に該当するものに住所を有する居宅要介護被

保険者が、指定居宅サービス及び基準該当居宅サービス以外の居宅サービス又はこれに

相当するサービスを受けた場合において、必要があると認めるとき。 

(4) その他政令で定めるとき。 

以下 略 

  

 介護保険法施行令 

 (特例居宅介護サービス費を支給する場合) 

第15条 法第42条第1項第4号に規定する政令で定めるときは、次のとおりとする。 

(1) 居宅要介護被保険者(法第41条第1項に規定する居宅要介護被保険者をいう。以下同

じ。)が、緊急その他やむを得ない理由により被保険者証を提示しないで指定居宅サービ

スを受けた場合において、必要があると認めるとき。 

(2) 居宅要介護被保険者が、当該要介護認定の効力が生じた日前に、緊急その他やむを得

ない理由により基準該当居宅サービス(法第42条第1項第2号に規定する基準該当居宅サ

ービスをいう。次号、第22条の5及び第29条の5において同じ。)を受けた場合において、

必要があると認めるとき。 

(3) 法第42条第1項第3号に規定する居宅要介護被保険者が、当該要介護認定の効力が生じ

た日前に、緊急その他やむを得ない理由により指定居宅サービス及び基準該当居宅サー

ビス以外の居宅サービス又はこれに相当するサービスを受けた場合において、必要があ

ると認めるとき。 

 

標準処理期間 30日 

備考  



木曽岬町 法適用申請に対する処分個票 

2 

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 386   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 居宅介護福祉用具購入費の支給 

法 令 名 

根 拠 条 項 
介護保険法 第44条第1項 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【基準】 

 法第44条第2項及び省令第70条の規定による。 

 (居宅介護福祉用具購入費の支給) 

第44条 市町村は、居宅要介護被保険者が、特定福祉用具販売に係る指定居宅サービス事業者

から当該指定に係る居宅サービス事業を行う事業所において販売される特定福祉用具を購

入したときは、当該居宅要介護被保険者に対し、居宅介護福祉用具購入費を支給する。 

2 居宅介護福祉用具購入費は、厚生労働省令で定めるところにより、市町村が必要と認める場

合に限り、支給するものとする。 

以下 略 

 

 介護保険法施行規則 

 (居宅介護福祉用具購入費の支給が必要と認める場合) 

第70条 居宅介護福祉用具購入費は、当該居宅要介護被保険者の日常生活の自立を助けるた

めに必要と認められる場合に限り支給するものとする。 

2 居宅介護福祉用具購入費は、当該購入を行った日の属する第72条に規定する居宅介護福祉

用具購入費支給限度額管理期間において、当該居宅要介護被保険者が当該購入した特定福

祉用具(法第8条第13項に規定する特定福祉用具をいう。以下同じ。)と同一の種目の特定福

祉用具又は特定介護予防福祉用具(法第8条の2第11項に規定する特定介護予防福祉用具を

いう。以下同じ。)(当該購入した特定福祉用具と用途及び機能が著しく異なるものを除く。)

を既に購入しており、かつ、その購入について居宅介護福祉用具購入費又は介護予防福祉用

具購入費が支給されている場合については、支給しないものとする。ただし、当該既に購入

した特定福祉用具又は特定介護予防福祉用具が破損した場合、当該居宅要介護被保険者の

介護の必要の程度が著しく高くなった場合その他特別の事情がある場合であって、市町村

が当該申請に係る居宅介護福祉用具購入費の支給が必要と認めるときは、この限りでない。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 387   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 居宅介護住宅改修費の支給 

法 令 名 

根 拠 条 項 
介護保険法 第45条第1項 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【基準】 

 法第45条第2項及び省令第74条の規定による。 

 (居宅介護住宅改修費の支給) 

第45条 市町村は、居宅要介護被保険者が、手すりの取付けその他の厚生労働大臣が定める種

類の住宅の改修(以下「住宅改修」という。)を行ったときは、当該居宅要介護被保険者に対

し、居宅介護住宅改修費を支給する。 

2 居宅介護住宅改修費は、厚生労働省令で定めるところにより、市町村が必要と認める場合に

限り、支給するものとする。 

以下 略 

  

 介護保険法施行規則 

 (居宅介護住宅改修費の支給が必要と認める場合) 

第74条 居宅介護住宅改修費は、当該住宅改修が当該居宅要介護被保険者が現に居住する住

宅について行われたものであり、かつ、当該居宅要介護被保険者の心身の状況、住宅の状況

等を勘案して必要と認められる場合に限り支給するものとする。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 388   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 居宅介護サービス計画費の支給 

法 令 名 

根 拠 条 項 
介護保険法 第46条第1項 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【基準】 

 法第46条第7項において準用する法第41条第2項及び法第41条第2項の規定による省令第62

条の規定による。 

 (居宅介護サービス計画費の支給) 

第46条 市町村は、居宅要介護被保険者が、当該市町村の長又は他の市町村の長が指定する者

(以下「指定居宅介護支援事業者」という。)から当該指定に係る居宅介護支援事業を行う事

業所により行われる居宅介護支援(以下「指定居宅介護支援」という。)を受けたときは、当

該居宅要介護被保険者に対し、当該指定居宅介護支援に要した費用について、居宅介護サー

ビス計画費を支給する。 

第2項から第6項まで 略 

7 第41条第2項、第3項、第10項及び第11項の規定は、居宅介護サービス計画費の支給につい

て、同条第8項の規定は、指定居宅介護支援事業者について準用する。この場合において、

これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。 

8 略 

 

 (居宅介護サービス費の支給) 

第41条  

2 居宅介護サービス費は、厚生労働省令で定めるところにより、市町村が必要と認める場合

に限り、支給するものとする。 

以下 略 

  

 介護保険法施行規則 

 (居宅介護サービス費の支給が必要と認める場合等) 

第62条 訪問看護、訪問リハビリテーション又は通所リハビリテーションに係る居宅介護サ

ービス費は、それぞれ第6条、第8条又は第11条に規定する基準に適合している居宅要介護被

保険者(法第41条第1項に規定する居宅要介護被保険者をいう。以下同じ。)に係るものと認

められるものに限り支給するものとする。 

2 短期入所療養介護に係る居宅介護サービス費は、第13条に規定する居宅要介護被保険者に

係るものと認められるものに限り支給するものとする。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



木曽岬町 法適用申請に対する処分個票 

2 

 



木曽岬町 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 389   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 特例居宅介護サービス計画費の支給 

法 令 名 

根 拠 条 項 
介護保険法 第47条第1項 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【基準】 

 法第47条第1項各号及び政令第20条の規定による。 

 (特例居宅介護サービス計画費の支給) 

第47条 市町村は、次に掲げる場合には、居宅要介護被保険者に対し、特例居宅介護サービス

計画費を支給する。 

(1) 居宅要介護被保険者が、指定居宅介護支援以外の居宅介護支援又はこれに相当するサ

ービス(指定居宅介護支援の事業に係る第81条第1項の市町村の条例で定める員数及び同

条第2項に規定する指定居宅介護支援の事業の運営に関する基準のうち、当該市町村の条

例で定めるものを満たすと認められる事業を行う事業所により行われるものに限る。次

号及び次項において「基準該当居宅介護支援」という。)を受けた場合において、必要が

あると認めるとき。 

(2) 指定居宅介護支援及び基準該当居宅介護支援の確保が著しく困難である離島その他

の地域であって厚生労働大臣が定める基準に該当するものに住所を有する居宅要介護被

保険者が、指定居宅介護支援及び基準該当居宅介護支援以外の居宅介護支援又はこれに

相当するサービスを受けた場合において、必要があると認めるとき。 

(3) その他政令で定めるとき。 

以下 略 

 

 介護保険法施行令 

 (特例居宅介護サービス計画費を支給する場合) 

第20条 法第47条第1項第3号に規定する政令で定めるときは、居宅要介護被保険者が、緊急そ

の他やむを得ない理由により被保険者証を提示しないで指定居宅介護支援を受けた場合に

おいて、必要があると認めるときとする。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 390   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 施設介護サービス費の支給 

法 令 名 

根 拠 条 項 
介護保険法 第48条第1項 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【基準】 

 法第48条第1項及び同条第7項において準用する第41条第2項並びに省令第80条の規定によ

る。 

 (施設介護サービス費の支給) 

第48条 市町村は、要介護被保険者が、次に掲げる施設サービス(以下「指定施設サービス等」

という。)を受けたときは、当該要介護被保険者に対し、当該指定施設サービス等に要した

費用(食事の提供に要する費用、居住に要する費用その他の日常生活に要する費用として厚

生労働省令で定める費用を除く。以下この条において同じ。)について、施設介護サービス

費を支給する。ただし、当該要介護被保険者が、第37条第1項の規定による指定を受けてい

る場合において、当該指定に係る種類以外の施設サービスを受けたときは、この限りでな

い。 

(1) 都道府県知事が指定する介護老人福祉施設(以下「指定介護老人福祉施設」という。)

により行われる介護福祉施設サービス(以下「指定介護福祉施設サービス」という。) 

(2) 介護保健施設サービス 

(3) 介護医療院サービス 

第2項から第6項まで 略 

7 第41条第2項、第3項、第10項及び第11項の規定は、施設介護サービス費の支給について、同

条第8項の規定は、介護保険施設について準用する。この場合において、これらの規定に関

し必要な技術的読替えは、政令で定める。 

8 略 

  

 (居宅介護サービス費の支給) 

第41条  

2 居宅介護サービス費は、厚生労働省令で定めるところにより、市町村が必要と認める場合に

限り、支給するものとする。 

以下 略 

  

 介護保険法施行規則 

 (施設介護サービス費の支給が必要と認める場合) 

第80条 介護保健施設サービスに係る施設介護サービス費(法第48条第1項に規定する施設介

護サービス費をいう。以下同じ。)は、第20条に規定する要介護者に限り支給するものとす

る。 

 

標準処理期間 30日 

備考  



木曽岬町 法適用申請に対する処分個票 

2 

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 391   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 特例施設介護サービス費の支給 

法 令 名 

根 拠 条 項 
介護保険法 第49条第1項 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【基準】 

 法第49条第1項各号及び政令第22条の規定による。 

 (特例施設介護サービス費の支給) 

第49条 市町村は、次に掲げる場合には、要介護被保険者に対し、特例施設介護サービス費を

支給する。 

(1) 要介護被保険者が、当該要介護認定の効力が生じた日前に、緊急その他やむを得ない

理由により指定施設サービス等を受けた場合において、必要があると認めるとき。 

(2) その他政令で定めるとき。 

以下 略 

  

 介護保険法施行令 

 (特例施設介護サービス費を支給する場合) 

第22条 法第49条第1項第2号に規定する政令で定めるときは、要介護被保険者が、緊急その他

やむを得ない理由により被保険者証を提示しないで法第48条第1項に規定する指定施設サ

ービス等を受けた場合において、必要があると認めるときとする。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 392   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 居宅介護サービス費等の額の特例 

法 令 名 

根 拠 条 項 
介護保険法 第50条 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【基準】 

 法第50条及び省令第83条の規定による。 

 (居宅介護サービス費等の額の特例) 

第50条 市町村が、災害その他の厚生労働省令で定める特別の事情があることにより、居宅サ

ービス(これに相当するサービスを含む。以下この条において同じ。)、地域密着型サービス

(これに相当するサービスを含む。以下この条において同じ。)若しくは施設サービス又は住

宅改修に必要な費用を負担することが困難であると認めた要介護被保険者が受ける前条第

1項各号に掲げる介護給付について当該各号に定める規定を適用する場合(同条の規定によ

り読み替えて適用する場合を除く。)においては、これらの規定中「100分の90」とあるのは、

「100分の90を超え100分の100以下の範囲内において市町村が定めた割合」とする。 

2 市町村が、災害その他の厚生労働省令で定める特別の事情があることにより、居宅サービ

ス、地域密着型サービス若しくは施設サービス又は住宅改修に必要な費用を負担すること

が困難であると認めた要介護被保険者が受ける前条第1項各号に掲げる介護給付について

当該各号に定める規定を適用する場合(同項の規定により読み替えて適用する場合に限

る。)においては、同項の規定により読み替えて適用するこれらの規定中「100分の80」とあ

るのは、「100分の80を超え100分の100以下の範囲内において市町村が定めた割合」とする。 

3 市町村が、災害その他の厚生労働省令で定める特別の事情があることにより、居宅サービ

ス、地域密着型サービス若しくは施設サービス又は住宅改修に必要な費用を負担すること

が困難であると認めた要介護被保険者が受ける前条第1項各号に掲げる介護給付について

当該各号に定める規定を適用する場合(同条第2項の規定により読み替えて適用する場合に

限る。)においては、同条第2項の規定により読み替えて適用するこれらの規定中「100分の

70」とあるのは、「100分の70を超え100分の100以下の範囲内において市町村が定めた割合」

とする。 

 

 介護保険法施行規則 

 (居宅介護サービス費等の額の特例) 

第83条 法第50条各項の厚生労働省令で定める特別の事情は、次のとおりとする。 

(1) 要介護被保険者又はその属する世帯の生計を主として維持する者が、震災、風水害、

火災その他これらに類する災害により、住宅、家財又はその他の財産について著しい損害

を受けたこと。 

(2) 要介護被保険者の属する世帯の生計を主として維持する者が死亡したこと、又はその

者が心身に重大な障害を受け、若しくは長期間入院したことにより、その者の収入が著し

く減少したこと。 

(3) 要介護被保険者の属する世帯の生計を主として維持する者の収入が、事業又は業務の

休廃止、事業における著しい損失、失業等により著しく減少したこと。 

(4) 要介護被保険者の属する世帯の生計を主として維持する者の収入が、干ばつ、冷害、

凍霜害等による農作物の不作、不漁その他これに類する理由により著しく減少したこと。 
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2 過去に法第50条第1項、第2項又は第3項の規定の適用を受けた要介護被保険者について第

76条第1項第2号、第92条及び第95条第3号の規定を適用する場合においては、これらの規定

中「70分の100」とあるのは、「70分の100、法第50条第1項の規定が適用される場合にあっ

ては100分の100を同項に規定する100分の90を超え100分の100以下の範囲内において市町

村が定めた割合で除して得た割合、同条第2項の規定が適用される場合にあっては100分の

100を同項に規定する100分の80を超え100分の100以下の範囲内において市町村が定めた割

合で除して得た割合、同条第3項の規定が適用される場合にあっては100分の100を同項に規

定する100分の70を超え100分の100以下の範囲内において市町村が定めた割合で除して得

た割合」とする。 

 

標準処理期間 15日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 393   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 高額介護サービス費の支給 

法 令 名 

根 拠 条 項 
介護保険法 第51条第1項 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【基準】 

 法第51条及び政令第22条の2の2の規定による。 

 (高額介護サービス費の支給) 

第51条 市町村は、要介護被保険者が受けた居宅サービス(これに相当するサービスを含

む。)、地域密着型サービス(これに相当するサービスを含む。)又は施設サービスに要した

費用の合計額として政令で定めるところにより算定した額から、当該費用につき支給され

た居宅介護サービス費、特例居宅介護サービス費、地域密着型介護サービス費、特例地域密

着型介護サービス費、施設介護サービス費及び特例施設介護サービス費の合計額を控除し

て得た額(次条第1項において「介護サービス利用者負担額」という。)が、著しく高額であ

るときは、当該要介護被保険者に対し、高額介護サービス費を支給する。 

2 前項に規定するもののほか、高額介護サービス費の支給要件、支給額その他高額介護サー

ビス費の支給に関して必要な事項は、居宅サービス、地域密着型サービス又は施設サービス

に必要な費用の負担の家計に与える影響を考慮して、政令で定める。 

 

 介護保険法施行令 

(高額介護サービス費) 

第22条の2の2 法第51条第1項に規定する政令で定めるところにより算定した額は、要介護被

保険者が受けた居宅サービス等(居宅サービス若しくはこれに相当するサービス、地域密着

型サービス若しくはこれに相当するサービス又は施設サービスをいう。以下同じ。)に係る

居宅介護サービス費、特例居宅介護サービス費、地域密着型介護サービス費、特例地域密着

型介護サービス費、施設介護サービス費及び特例施設介護サービス費の合計額(以下「介護

サービス費合計額」という。)に90分の100(法第49条の2第1項の規定が適用される場合にあ

っては80分の100、同条第2項の規定が適用される場合にあっては70分の100、法第50条第1項

の規定が適用される場合にあっては100分の100を同項に規定する100分の90を超え100分の

100以下の範囲内において市町村が定めた割合(次項第1号において「第1市町村特例割合」と

いう。)で除して得た割合、同条第2項の規定が適用される場合にあっては100分の100を同項

に規定する100分の80を超え100分の100以下の範囲内において市町村が定めた割合(次項第

1号において「第2市町村特例割合」という。)で除して得た割合、同条第3項の規定が適用さ

れる場合にあっては100分の100を同項に規定する100分の70を超え100分の100以下の範囲

内において市町村が定めた割合(次項第1号において「第3市町村特例割合」という。)で除し

て得た割合)を乗じて得た額とする。 

2 高額介護サービス費は、同一の世帯に属する要介護被保険者等(法第62条に規定する要介

護被保険者等をいう。以下同じ。)が同一の月に受けた居宅サービス等及び介護予防サービ

ス等(介護予防サービス若しくはこれに相当するサービス又は地域密着型介護予防サービ

ス若しくはこれに相当するサービスをいう。以下同じ。)に係る次に掲げる額を合算した額

(以下「利用者負担世帯合算額」という。)が4万4400円を超える場合に、当該月に居宅サー

ビス等を受けた要介護被保険者(被保護者を除く。以下この項、次項及び第5項において同
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じ。)に支給するものとし、その額は、利用者負担世帯合算額から4万4400円を控除して得た

額に要介護被保険者按(あん)分率(要介護被保険者が当該月に受けた居宅サービス等に係

る第1号及び第2号に掲げる額の合算額(以下「要介護被保険者利用者負担合算額」という。)

を利用者負担世帯合算額で除して得た率をいう。)を乗じて得た額とする。 

(1) 要介護被保険者が受けた居宅サービス等(次号に規定する特定給付対象居宅サービス

等を除く。)に係る介護サービス費合計額に90分の10(法第49条の2第1項の規定が適用さ

れる場合にあっては80分の20、同条第2項の規定が適用される場合にあっては70分の30、

法第50条第1項の規定が適用される場合にあっては100分の100から第1市町村特例割合を

控除して得た割合を第1市町村特例割合で除して得た割合、同条第2項の規定が適用され

る場合にあっては100分の100から第2市町村特例割合を控除して得た割合を第2市町村特

例割合で除して得た割合、同条第3項の規定が適用される場合にあっては100分の100から

第3市町村特例割合を控除して得た割合を第3市町村特例割合で除して得た割合。次項、第

4項及び第8項において同じ。)を乗じて得た額 

(2) 要介護被保険者が原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律による一般疾病医療費

の支給(以下「原爆一般疾病医療費の支給」という。)その他厚生労働省令で定める給付が

行われるべき居宅サービス等(以下この号及び次項において「特定給付対象居宅サービス

等」という。)を受けた場合に、当該特定給付対象居宅サービス等(居宅介護サービス費若

しくは特例居宅介護サービス費、地域密着型介護サービス費若しくは特例地域密着型介

護サービス費又は施設介護サービス費若しくは特例施設介護サービス費の支給の対象と

なる部分に限る。)について当該要介護被保険者がなお負担すべき額 

(3) 居宅要支援被保険者(法第53条第1項に規定する居宅要支援被保険者をいう。以下同

じ。)(被保護者を除く。次号並びに第29条の2の2第2項、第3項及び第5項において同じ。)

が受けた介護予防サービス等(次号に規定する特定給付対象介護予防サービス等を除

く。)に係る介護予防サービス費、特例介護予防サービス費、地域密着型介護予防サービ

ス費及び特例地域密着型介護予防サービス費の合計額(以下「介護予防サービス費合計

額」という。)に90分の10(法第59条の2第1項の規定が適用される場合にあっては80分の

20、同条第2項の規定が適用される場合にあっては70分の30、法第60条第1項の規定が適用

される場合にあっては100分の100から同項に規定する100分の90を超え100分の100以下

の範囲内において市町村が定めた割合(以下この号及び第29条の2の2第1項において「第1

市町村特例割合」という。)を控除して得た割合を第1市町村特例割合で除して得た割合、

法第60条第2項の規定が適用される場合にあっては100分の100から同項に規定する100分

の80を超え100分の100以下の範囲内において市町村が定めた割合(以下この号及び第29

条の2の2第1項において「第2市町村特例割合」という。)を控除して得た割合を第2市町村

特例割合で除して得た割合、法第60条第3項の規定が適用される場合にあっては100分の

100から同項に規定する100分の70を超え100分の100以下の範囲内において市町村が定め

た割合(以下この号及び第29条の2の2第1項において「第3市町村特例割合」という。)を控

除して得た割合を第3市町村特例割合で除して得た割合。第29条の2の2第3項、第4項及び

第8項において同じ。)を乗じて得た額 

(4) 居宅要支援被保険者が原爆一般疾病医療費の支給その他第2号に規定する厚生労働省

令で定める給付が行われるべき介護予防サービス等(以下この号及び第29条の2の2第3項

において「特定給付対象介護予防サービス等」という。)を受けた場合に、当該特定給付

対象介護予防サービス等(介護予防サービス費若しくは特例介護予防サービス費又は地

域密着型介護予防サービス費若しくは特例地域密着型介護予防サービス費の支給の対象

となる部分に限る。)について当該居宅要支援被保険者がなお負担すべき額 

3 要介護被保険者が特定給付対象居宅サービス等を受けた場合において、当該要介護被保険

者が同一の月に受けた当該特定給付対象居宅サービス等に係る介護サービス費合計額に90
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分の10を乗じて得た額が4万4400円を超えるときは、当該得た額から4万4400円を控除して

得た額を高額介護サービス費として当該要介護被保険者に支給する。 

4 要介護被保険者が被保護者である場合において、当該要介護被保険者が同一の月において

受けた居宅サービス等に係る介護サービス費合計額に90分の10を乗じて得た額が1万5000

円を超えるときは、当該得た額から1万5000円を控除して得た額を高額介護サービス費とし

て当該要介護被保険者に支給する。 

5 第2項の場合において、要介護被保険者が次の各号のいずれかに該当するときは、同項中「4

万4400円」とあるのは、「2万4600円」とする。 

(1) その属する世帯の世帯主及び全ての世帯員が居宅サービス等のあった月の属する年

度(居宅サービス等のあった月が4月から7月までの場合にあっては、前年度)分の地方税

法の規定による市町村民税が課されていない者又は市町村の条例で定めるところにより

当該市町村民税を免除された者(当該市町村民税の賦課期日において同法の施行地に住

所を有しない者を除く。)である者(第7項において「市町村民税世帯非課税者」という。) 

(2) その属する世帯の世帯主及び全ての世帯員が居宅サービス等があった月において要

保護者(生活保護法第6条第2項に規定する要保護者をいう。以下同じ。)である者であっ

て、第2項及び第29条の2の2第2項中「4万4400円」とあるのを「2万4600円」と読み替えて

これらの規定が適用されたならば保護(生活保護法第2条に規定する保護をいう。以下同

じ。)を必要としない状態となるもの 

6 第2項の場合において、要介護被保険者の属する世帯の世帯主及び全ての世帯員が居宅サ

ービス等があった月において要保護者である者であって、同項及び第29条の2の2第2項中「4

万4400円」とあるのを「1万5000円」と読み替えてこれらの規定が適用されたならば保護を

必要としない状態となるもの(前項第2号に掲げる者を除く。)であるときは、第2項中「4万

4400円」とあるのは、「1万5000円」とする。 

7 要介護被保険者(被保護者及び前項に規定する要保護者を除く。)が、市町村民税世帯非課

税者であり、かつ、居宅サービス等のあった月の属する年の前年(居宅サービス等のあった

月が1月から7月までの場合にあっては、前々年)中の公的年金等の収入金額及び当該居宅サ

ービス等のあった月の属する年の前年(当該居宅サービス等のあった月が1月から7月まで

の場合にあっては、前々年)の合計所得金額から所得税法第35条第2項第1号に掲げる金額を

控除して得た額の合計額が80万円以下である場合又は国民年金法等の一部を改正する法律

(昭和60年法律第34号。以下「昭和60年国民年金等改正法」という。)附則第32条第1項の規

定によりなお従前の例によるものとされた昭和60年国民年金等改正法第1条の規定による

改正前の国民年金法(昭和34年法律第141号)に基づく老齢福祉年金(その全額につき支給が

停止されているものを除く。以下「老齢福祉年金」という。)の受給権を有している場合で

あって、当該要介護被保険者が同一の月に受けた居宅サービス等に係る要介護被保険者利

用者負担合算額から1万5000円を控除して得た額が、第5項の規定により読み替えて適用す

る第2項の規定により当該要介護被保険者に対して支給されるべき高額介護サービス費の

額を超えるときは、当該要介護被保険者に対して支給される高額介護サービス費の額は、第

5項の規定により読み替えて適用する第2項の規定にかかわらず、当該要介護被保険者利用

者負担合算額から1万5000円を控除して得た額とする。 

8 要介護被保険者が法第41条第1項に規定する指定居宅サービス事業者、法第42条の2第1項

に規定する指定地域密着型サービス事業者又は介護保険施設(以下この項において「指定居

宅サービス事業者等」という。)について原爆一般疾病医療費の支給その他厚生労働省令で

定める給付(第29条の2の2第8項において「特定公費負担給付」という。)が行われるべき居

宅サービス等を受けた場合又は被保護者である要介護被保険者が指定居宅サービス事業者

等について居宅サービス等を受けた場合において、当該居宅サービス等に係る介護サービ

ス費合計額に90分の10を乗じて得た額の支払が行われなかったときは、市町村は、当該居宅
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サービス等に要した費用のうち第3項又は第4項の規定による高額介護サービス費として要

介護被保険者に支給すべき額に相当する額を当該指定居宅サービス事業者等に支払うもの

とする。 

9 前項の規定による支払があったときは、要介護被保険者に対し、第3項又は第4項の規定に

よる高額介護サービス費の支給があったものとみなす。 

10 要介護被保険者が同一の月において居宅要支援被保険者としての期間を有する場合は、

当該要介護被保険者が当該月に受けた居宅サービス等及び介護予防サービス等に係る第2

項から前項までの規定の適用については、当該要介護被保険者は当該月を通じて要介護被

保険者であったものとみなし、当該月に当該要介護被保険者が受けた介護予防サービス等

に関して支給される介護予防サービス費若しくは特例介護予防サービス費又は地域密着型

介護予防サービス費若しくは特例地域密着型介護予防サービス費は、居宅介護サービス費

若しくは特例居宅介護サービス費又は地域密着型介護サービス費若しくは特例地域密着型

介護サービス費として支給されるものとみなす。 

11 高額介護サービス費の支給に関する手続について必要な事項は、厚生労働省令で定める。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 394   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 介護予防サービス費の支給 

法 令 名 

根 拠 条 項 
介護保険法 第53条第1項 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【基準】 

 法第53条第7項にて準用する法第41条第2項並びに省令第85条において準用する省令第62条

の規定による省令第6条、第8条、第11条及び第13条の規定による。 

 (介護予防サービス費の支給) 

第53条 市町村は、要支援認定を受けた被保険者のうち居宅において支援を受けるもの(以下

「居宅要支援被保険者」という。)が、都道府県知事が指定する者(以下「指定介護予防サー

ビス事業者」という。)から当該指定に係る介護予防サービス事業を行う事業所により行わ

れる介護予防サービス(以下「指定介護予防サービス」という。)を受けたとき(当該居宅要

支援被保険者が、第58条第4項の規定により同条第1項に規定する指定介護予防支援を受け

ることにつきあらかじめ市町村に届け出ている場合であって、当該指定介護予防サービス

が当該指定介護予防支援の対象となっているときその他の厚生労働省令で定めるときに限

る。)は、当該居宅要支援被保険者に対し、当該指定介護予防サービスに要した費用(特定介

護予防福祉用具の購入に要した費用を除き、介護予防通所リハビリテーション、介護予防短

期入所生活介護、介護予防短期入所療養介護及び介護予防特定施設入居者生活介護に要し

た費用については、食事の提供に要する費用、滞在に要する費用その他の日常生活に要する

費用として厚生労働省令で定める費用を除く。以下この条において同じ。)について、介護

予防サービス費を支給する。ただし、当該居宅要支援被保険者が、第37条第1項の規定によ

る指定を受けている場合において、当該指定に係る種類以外の介護予防サービスを受けた

ときは、この限りでない。 

第2項から第6項まで 略 

7  第41条第2項、第3項、第10項及び第11項の規定は、介護予防サービス費の支給について、

同条第8項の規定は、指定介護予防サービス事業者について準用する。この場合において、

これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。 

以下 略 

 

 (居宅介護サービス費の支給) 

第41条  

2 居宅介護サービス費は、厚生労働省令で定めるところにより、市町村が必要と認める場合に

限り、支給するものとする。 

以下 略 

 

 介護保険法施行規則 

 (準用) 

第85条 第62条、第63条及び第65条の規定は、居宅要支援被保険者に係る介護予防サービス費

の支給について準用する。この場合において、第62条第1項中「第6条、第8条又は第11条」

とあるのは「第22条の5、第22条の7又は第22条の11」と、第62条第2項中「第13条」とある

のは「第22条の13」と、第65条中「第41条第8項」とあるのは「第53条第7項において準用す
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る法第41条第8項」と、「同条第4項第1号又は第2号」とあるのは「法第53条第2項第1号又は

第2号」と読み替えるものとする。 

 

 (居宅介護サービス費の支給が必要と認める場合等) 

第62条 訪問看護、訪問リハビリテーション又は通所リハビリテーションに係る居宅介護サ

ービス費は、それぞれ第6条、第8条又は第11条に規定する基準に適合している居宅要介護被

保険者(法第41条第1項に規定する居宅要介護被保険者をいう。以下同じ。)に係るものと認

められるものに限り支給するものとする。 

2 短期入所療養介護に係る居宅介護サービス費は、第13条に規定する居宅要介護被保険者に

係るものと認められるものに限り支給するものとする。 

 

 (法第8条第4項の厚生労働省令で定める基準) 

第6条 法第8条第4項の厚生労働省令で定める基準は、病状が安定期にあり、居宅において看

護師又は次条に規定する者が行う療養上の世話又は必要な診療の補助を要することとす

る。 

  

 (法第8条第5項の厚生労働省令で定める基準) 

第8条 法第8条第5項の厚生労働省令で定める基準は、病状が安定期にあり、居宅において、

心身の機能の維持回復及び日常生活上の自立を図るために、診療に基づき実施される計画

的な医学的管理の下における理学療法、作業療法その他必要なリハビリテーションを要す

ることとする。 

  

 (法第8条第8項の厚生労働省令で定める基準) 

第11条 法第8条第8項の厚生労働省令で定める基準は、病状が安定期にあり、次条に規定する

施設において、心身の機能の維持回復及び日常生活上の自立を図るために、診療に基づき実

施される計画的な医学的管理の下における理学療法、作業療法その他必要なリハビリテー

ションを要することとする。 

 

 (法第8条第10項の厚生労働省令で定める居宅要介護者) 

第13条 法第8条第10項の厚生労働省令で定める居宅要介護者は、病状が安定期にあり、次条

に規定する施設に短期間入所して、看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他

必要な医療を要する居宅要介護者とする。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 395   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 特例介護予防サービス費の支給 

法 令 名 

根 拠 条 項 
介護保険法 第54条第1項 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【基準】 

 法第54条第1項各号及び政令第24条各号の規定による。 

 (特例介護予防サービス費の支給) 

第54条 市町村は、次に掲げる場合には、居宅要支援被保険者に対し、特例介護予防サービス

費を支給する。 

(1) 居宅要支援被保険者が、当該要支援認定の効力が生じた日前に、緊急その他やむを得

ない理由により指定介護予防サービスを受けた場合において、必要があると認めるとき。 

(2) 居宅要支援被保険者が、指定介護予防サービス以外の介護予防サービス又はこれに相

当するサービス(指定介護予防サービスの事業に係る第115条の4第1項の都道府県の条例

で定める基準及び同項の都道府県の条例で定める員数並びに同条第2項に規定する指定

介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準及び指定介

護予防サービスの事業の設備及び運営に関する基準のうち、都道府県の条例で定めるも

のを満たすと認められる事業を行う事業所により行われるものに限る。次号及び次項に

おいて「基準該当介護予防サービス」という。)を受けた場合において、必要があると認

めるとき。 

(3) 指定介護予防サービス及び基準該当介護予防サービスの確保が著しく困難である離

島その他の地域であって厚生労働大臣が定める基準に該当するものに住所を有する居宅

要支援被保険者が、指定介護予防サービス及び基準該当介護予防サービス以外の介護予

防サービス又はこれに相当するサービスを受けた場合において、必要があると認めると

き。 

(4) その他政令で定めるとき。 

2 略 

  

 介護保険法施行令 

 (特例介護予防サービス費を支給する場合) 

第24条 法第54条第1項第4号に規定する政令で定めるときは、次のとおりとする。 

(1) 居宅要支援被保険者が、緊急その他やむを得ない理由により被保険者証を提示しない

で指定介護予防サービスを受けた場合において、必要があると認めるとき。 

(2) 居宅要支援被保険者が、当該要支援認定の効力が生じた日前に、緊急その他やむを得

ない理由により基準該当介護予防サービス(法第54条第1項第2号に規定する基準該当介

護予防サービスをいう。次号において同じ。)を受けた場合において、必要があると認め

るとき。 

(3) 法第54条第1項第3号に規定する居宅要支援被保険者が、当該要支援認定の効力が生じ

た日前に、緊急その他やむを得ない理由により指定介護予防サービス及び基準該当介護

予防サービス以外の介護予防サービス又はこれに相当するサービスを受けた場合におい

て、必要があると認めるとき。 
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標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 396   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 介護予防福祉用具購入費の支給 

法 令 名 

根 拠 条 項 
介護保険法 第56条第1項 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【基準】 

 法第56条第2項及び省令第89条の規定による。 

 (介護予防福祉用具購入費の支給) 

第56条 市町村は、居宅要支援被保険者が、特定介護予防福祉用具販売に係る指定介護予防サ

ービス事業者から当該指定に係る介護予防サービス事業を行う事業所において販売される

特定介護予防福祉用具を購入したときは、当該居宅要支援被保険者に対し、介護予防福祉用

具購入費を支給する。 

2 介護予防福祉用具購入費は、厚生労働省令で定めるところにより、市町村が必要と認める場

合に限り、支給するものとする。 

以下 略 

  

 介護保険法施行規則 

 (介護予防福祉用具購入費の支給が必要と認める場合) 

第89条 介護予防福祉用具購入費は、当該居宅要支援被保険者の日常生活の自立を助けるた

めに必要と認められる場合に限り支給するものとする。 

2 介護予防福祉用具購入費は、当該購入を行った日の属する第91条に規定する介護予防福祉

用具購入費支給限度額管理期間において当該居宅要支援被保険者が当該購入した特定介護

予防福祉用具と同一の種目の特定福祉用具又は特定介護予防福祉用具(当該購入した特定

介護予防福祉用具と用途及び機能が著しく異なるものを除く。)を既に購入しており、かつ、

その購入について居宅介護福祉用具購入費又は介護予防福祉用具購入費を支給している場

合については、支給しないものとする。ただし、当該既に購入した特定福祉用具又は特定介

護予防福祉用具が破損した場合その他特別の事情がある場合であって、市町村が当該申請

に係る介護予防福祉用具購入費の支給が必要と認めるときは、この限りでない。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 


